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第１章 豊島区業務継続計画の基本的な考え方

第１ 業務継続計画の目的

 首都直下地震など大規模な地震が発生した場合に、豊島区（以下、「区」とい

う。）は、基礎自治体として、応急・復旧対策や震災復興とともに、重要な通常

業務を継続して実施しなければならない。

 区では、平成２３年３月に発生した東日本大震災を受けて、平成２４年５月に

「豊島区業務継続計画」を策定し、災害時の業務継続体制の整備に取り組んでき

た。

 しかし、平成２８年４月に発生した熊本地震では、迅速な初動対応や持続可能

な体制の整備、他自治体等からの応援を受け入れる仕組みづくりなどが改めて

課題とされた。

 国は、平成２７年５月に「市町村のための業務継続計画作成ガイドライン」を

作成し、東京都は平成２９年１２月に「東京都業務継続計画」を改定し、平成３

０年１月には「東京都災害時受援応援計画」を策定するなど、業務継続体制の整

備を急いでいる。

 こうした状況を踏まえ、区では「豊島区業務継続計画（地震編）」を改定し、

区自身が被災した中においても、確実に必要な業務を実施できる体制を強化し

ていく。

第２ 業務継続計画において想定する地震及び被害

 豊島区地域防災計画は、平成２４年４月に東京都防災会議が公表した「首都直

下地震等による東京の被害想定」のうち、特に区内での被害が大きい東京湾北部

地震（マグニチュード７．３）を被害想定の前提条件としている。業務継続計画

においても、地域防災計画と同じ被害想定を前提とする。

- 1 -



表１ 豊島区の被害想定

豊 島 区

条

件

種類及び規模 東京湾北部地震 Ｍ７．３

予想震度階（区内における面積比率）
 ６弱（８８．４％）

～６強（１１．６％）

時期及び時刻 冬の夕方１８時

風速 ８ｍ／秒

物

的

被

害

原
因
別

建
物
全
壊
数

ゆれ １，６７２棟

液状化 ３棟

急傾斜地崩壊 ４棟

計 １，６７９棟

火
災

出火件数 ８件

焼失棟数（倒壊建物を含む） １，３５５棟

焼失棟数（倒壊建物を含まず） １，３１５棟

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

電力（停電率） １０．０％

通信（固定電話不通率） ２．４％

ガス（低圧供給支障率・ブロック

内全域）
０．２％

ガス（低圧供給支障率・ブロック

内１／３）
８８．０％

上水道（断水率） ２３．９％

下水道（下水道管きょ被害率） ２４．７％

閉じ込めにつながり得るエレベーター停

止台数
１８３台

震災廃棄物 ６５万ｔ

人

的

被

害

死者（うち災害時要援護者死者数） １２１人（４８人）

負傷者（うち重傷者） ２，７７８人（２７９人）

避難人口 ５２，４８５人

 （うち避難生活者数） ３４，１１５人

 （うち疎開者人口） １８，３７０人

滞留者数（うち屋外被災者）
３７４，１７１人

（４５，５０７人）

徒歩帰宅困難者数 １４０，００５人

自力脱出困難者 ７７０人
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図１ 想定震度分布図（東京湾北部地震 Ｍ７．３）

           出典：「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」

           （平成２４年４月１８日公表、東京都防災会議地震部会）

第３ 業務継続計画の位置づけ

１ 地域防災計画の実効性を高める計画

   豊島区地域防災計画は、災害対策基本法第４２条に基づき、豊島区防災会

議が策定し、区や東京都、防災関係機関、区民などが連携して実施する予防

対策や応急・復旧対策、震災復興に関する総合的な基本計画である。

   業務継続計画は、大規模な災害時に使用できる資源が制約される中、地域

防災計画に基づき、優先的に取り組むべき業務をあらかじめ選定し、業務継

続に必要な体制を整備するための計画として位置づける。

 ２ 災害時受援応援計画との一体的な運用

   「豊島区災害時受援・応援計画」は、業務継続計画で示した非常時優先業

務のうち、他自治体等からの応援を受けて実施すべき業務について、応援の

人数や職種、時期などを具体的に示し、災害時における区の受援体制整備に

関する計画として位置づけ、業務継続計画と一体的に運用していく。
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第４ 業務継続計画の発動及び運用

 １ 業務継続計画の発動

   地域防災計画に基づき、業務継続計画の発動基準を次のとおり設定する。

   ただし、被災状況に応じて、災害対策本部長が業務継続計画の発動及び運

用を決定できるものとする。

 （１）震度６弱以上の地震発生

    自動的に業務継続計画を発動し、非常時優先業務を実施できる体制を   

確立する。

 （２）震度５（強・弱）の地震発生

    災害状況に応じて、災害対策本部において業務継続計画の発動及び運

用を決定する。

 （３）その他

    災害対策本部長が必要と認めたときに発動する。ただし、災害対策本部

長による発動が困難な場合には、地域防災計画及び業務継続計画に基づ

く職務代理者が発動する。

 ２ 業務継続計画の発動解除

   災害対策本部長は、業務継続計画の発動が必要なくなったと判断したと

きは、発動を解除し、通常の業務体制に戻る。

第５ 業務継続の実効性を高める基本的な方針

 計画の改定にあたり、業務継続の基本的な方針を示し、大規模災害における実

効性を高める。

 また、委託事業者や指定管理者などの所管部局は、基本的な方針に基づき、必

要な業務継続体制を構築する。

方針１ 総力をあげた災害対策体制の迅速な確立 

  ○ 大規模災害発生時に、区民の生命、生活及び財産を保護するため、災害

状況に応じた体制を直ちに確立し、災害応急対策を実施する。

  ○ あわせて、震災からの速やかな復興を実現するための体制を整備する。

 方針２ 確実な非常時優先業務の実施 

  ○ 防災対策や事前復興準備を推進し、大規模地震等が発生した際に実施

しなければならない「非常時優先業務」に取り組む。
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方針３ 通常業務の原則中止 

  ○ 人的資源を確保するため、大規模災害発生後の１～２週間は優先度が 

高くない通常業務を積極的に休止するとともに、発災後の段階に応じた   

災害応急対策に取り組み、非常時優先業務を最優先して実施する。

第６ 業務継続計画の対象期間

 業務継続計画で対象とする期間は、発災後２週間とし、一部業務においては１

か月とする。

 また、計画の時間区分は、発災直後の人的・物的資源の不足や他自治体等から

の応援などを踏まえ、次のとおりとする。

 このうち、フェーズ１から３（発災後から３日間）は、原則として、他自治体

等からの応援を見込まず、区職員による業務継続体制とする。

 ただし、発災時間や被害状況に応じて、着手できるまでの時間の違いや事前に

想定していない業務が発生した場合には、災害対策本部が担当部局を指定し、迅

速に業務を実施するようにする。
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第２章 非常時優先業務の選定・着手

第１ 非常時優先業務の考え方

 非常時優先業務は、「応急対策業務」「優先度の高い復旧・復興業務」「業務継

続の優先度の高い通常業務」とする。

図２ 業務継続計画と地域防災計画の関係

第２ 非常時優先業務の着手目標時間

 非常時優先業務の選定基準・視点に基づき、発災後の時間経過にあわせて実施

すべき非常時優先業務、着手する時間及び業務類型を整理する。

 着手目標の時間は、東京都と連携した災害対策の実施が必要であることから、

「東京都業務継続計画」を踏まえたものとする。
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図３ 非常時優先業務の着手目標時間と選定の基準・視点

図４ 非常時優先業務の類型と内容
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第３章 業務継続体制の整備

第１ 職員の配備態勢

 １ 配備態勢

種 別 発令時期 態勢及び参集職員 

初動態勢 震度４

○ 災害の拡大を防止するために必要な準備を開始

し、関係機関からの情報収集や区民への情報伝達

を実施する態勢 

＜参集職員＞ 

防災危機管理課職員、災害対策要員、その他指名さ

れた職員

第１次 

配備態勢
震度５弱

○ 初動態勢を強化し、情報の収集・伝達、救助、

その他被害の拡大防止活動を実施する態勢 

○ 区役所本庁舎から１５㎞以内に居住する職員の

うち、指定された者が参集 

＜参集職員＞ 

防災危機管理課職員、災害対策要員、災害対策兼務

職員、管理職、第１次配備態勢職員（災害対策本部

運営職員、災害広報・情報通信対策職員、帰宅困難

者対策職員、施設所管課職員） 

＜従事業務＞ 

災害対策本部の開設、災害情報の収集、帰宅困難者

対策等

第２次 

配備態勢 
震度５強 

○ 第１次配備態勢を強化し、社会的混乱の防止及

び被災者の救援・救護活動を実施する態勢 

○ 区役所本庁舎から１５㎞以内に居住する職員の

うち、指定された者が参集 

＜参集職員＞ 

防災危機管理課職員、災害対策要員、災害対策兼務

職員、管理職、第１次配備態勢職員、第２次配備態

勢職員（救援センター配備職員、専門業務従事職

員） 

＜従事業務＞ 

第１次配備態勢の業務、救援センターの開設等 
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第３次 

配備態勢 
震度６弱 

○ 第２次配備態勢を強化し、区の全力をもって対

処する態勢で、自動的に業務継続計画を発動 

＜参集職員＞ 

全職員 

＜従事業務＞ 

非常時優先業務 

 ２ 持続可能な配備態勢の構築

  ○ 大規模地震が発生した場合、特に発災直後は、２４時間態勢で非常時優

先業務に従事することが想定されるため、早期に持続可能な態勢を構築

することが重要となる。

  ○ また、災害対応は長期間に及ぶため、各部局において早期にローテーシ

ョンを組むなど、持続可能な態勢を確立する。

  ○ 各部局は、ローテーション勤務を実施する際、夜間の休憩時間を十分に

確保するなど、職員の健康維持に配慮する。

  ○ 全庁または各部局を横断して非常時優先業務に従事する必要がある場

合は、災害対策本部会議において各部局の態勢を指示する。

  ○ 災害対策本部は、発災後７２時間を目途に、態勢の維持・縮小、業務密

度の低い部署から高い部署への職員の配置転換の必要性等を判断する。

  ○ また、東京都帰宅困難者対策条例（平成２４年東京都条例第１７号）及

び豊島区防災対策基本条例（平成２５年条例第６号）を踏まえ、交通機関

の停止が長期にわたると想定される場合、原則として、発災後３日間は本

庁舎等に待機する。

  ○ 非常時優先業務に従事しない職員及びローテーション勤務において、

非番となる時間帯にあたる職員は、交通機関の運行状況等を踏まえ帰宅

可能とするが、帰宅が困難な場合は本庁舎等で休憩する。

  ○ 本庁舎等で休憩する場合、各部局はあらかじめ会議室や執務室での休

憩スペースを決めておくなど、非常時優先業務に専念できる環境整備に

努める。

  ○ 災害対応が長期に及ぶと想定される場合、各部局は、早期に２４時間以

上の休憩を交代で与えるなど、自宅の被害状況の確認等に戻れるよう配

慮する。
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＜ローテーション勤務の考え方＞

 ○ ２４時間対応の場合、勤務時間を３分割する３交代制と、２分割する２交

代制とが主として考えられる。

 ○ 勤務時間外の発災の場合など、特に非常時優先業務に従事する職員が少

ない発災当初は、参集時刻が遅い職員を最初の交代要員として指定し、ロー

テーションを組むなど、従事可能な職員をできる限り継続的に確保する工

夫が求められる。

 ○ 発災当初などは、夜間であっても対応する業務が多く、従事可能な職員数

が少ない場合には、１日１１時間勤務で休憩時間２時間とするなど、２班２

交代制による勤務が考えられる。

 ○ ２班２交代制による勤務は、特に参集職員数の少ない時期に有効である

が、２４時間対応が長期間にわたり必要と見込まれる場合は、早期に４班３

交代制に移行するなど、職員の休日についても考慮する必要がある。

＜３交代制勤務の例＞

 ○ 正規の勤務時間である１日７時間４５分勤務を基本とし、休憩時間を１

時間として４班３交代制による勤務を考えた場合、勤務時間の重複する４

５分間は、引継ぎ時間として確保し、円滑な業務遂行が可能となるよう配慮

する。

表２ 勤務ローテーション例（３交代制勤務）

① ９：００～１７：４５

② １７：００～２５：４５

③ ２５：００～９：４５

＊ 公共交通機関が運行している時は、終電時間を考慮してシフトを組むなど、

柔軟に対応することが重要
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表３ ４班３交代制勤務のシフト例

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

９：００～１７：４５
Ａ

班

Ａ

班

Ａ

班

Ｂ

班

Ｂ

班

Ｂ

班

Ｃ

班

Ｃ

班

Ｃ

班

Ｄ

班

Ｄ

班

Ｄ

班

Ａ

班

Ａ

班

１７：００～２５：４５
Ｂ

班

Ｂ

班

Ｃ

班

Ｃ

班

Ｃ

班

Ｄ

班

Ｄ

班

Ｄ

班

Ａ

班

Ａ

班

Ａ

班

Ｂ

班

Ｂ

班

Ｂ

班

２５：００～９：４５
Ｃ

班

Ｄ

班

Ｄ

班

Ｄ

班

Ａ

班

Ａ

班

Ａ

班

Ｂ

班

Ｂ

班

Ｂ

班

Ｃ

班

Ｃ

班

Ｃ

班

Ｄ

班

休日
Ｄ

班

Ｃ

班

Ｂ

班

Ａ

班

Ｄ

班

Ｃ

班

Ｂ

班

Ａ

班

Ｄ

班

Ｃ

班

Ｂ

班

Ａ

班

Ｄ

班

Ｃ

班

＊ 対応する職員が不足し、休日を考慮したローテーションを組むことが困難

な場合であっても、各業務を担当する全職員が常時対応しなければいけない

状況とは限らないため、各業務の特性に応じて、可能な限り交代で休憩が取れ

るよう、所属長や班長などが配慮することが、長期にわたる災害対応において

は重要

第２ 職員の参集体制

 ○ 参集にあたっては、電車等の公共交通機関の利用が困難であると見込ま

れるため、徒歩を基本として、自転車（＊）も利用し、職員が最も早く到着

可能な手段により参集する。

  ＊ 都内に震度６弱以上の地震が発生した場合に実施される交通規制に

   おいて、自転車は環状７号線から都心方向への車両流入禁止の対象車両

から除外（ただし、災害発生直後の第一次交通規制における「緊急自動車

専用路」及び第二次交通規制における「緊急交通路」上は通行禁止）

 ○ ただし、次に掲げる事由により直ちに参集することが困難な場合は、自宅

等で待機し、参集を妨げる事由が解消または対処に目途が立ち次第参集す

る。

  ・ 家族等の死亡による葬祭等

  ・ 職員が負傷し、治療または入院

  ・ 家族等が負傷し、治療または入院し、当該職員の看護等がなければ、

   その者の最低限の生活が維持できない

  ・ 同居する高齢者、乳幼児等を預けることが困難で、当該職員の介護

   や監護等がなければ、その者の最低限の生活が維持できないとき

 ○ 勤務時間内に大規模地震が発生した場合、上記の事由を準用し、やむを得

- 11 -



ないと認められる場合は、帰宅の上、事由が解消しまたは対処に目途が立つ

までの間、自宅等において待機できる。

 ○ ただし、帰宅の可否を判断する際には、救命・救助活動に支障がないよう

にするとともに、自宅等までの経路の被災状況、周囲の混乱状況や気象条件

等を総合的に勘案し、職員の安全に配慮する。

 ○ また、待機中は所属からの連絡が取れるようにしておく。

第３ 参集可能人員

 １ 参集可能人員の算出方法

  ○ 勤務時間外に首都直下地震が発生した場合を想定し、居住地から参集

場所まで徒歩で参集する際の時間ごとの参集人員を、次の考え方に基づ

き算定した。

【１時間以内に参集可能な職員】

・  居住地から参集場所までの直線距離が１ｋｍ圏内の参集対象者を母数

として、このうち１０％の職員が参集不可能と想定。

・  参集不可能者を除いた職員のうち、２０％の職員が、発災後の混乱に

より１時間以内に参集することは困難であると想定する。

【３時間以内に参集可能な職員】

・  居住地から参集場所までの直線距離が４ｋｍ圏内の参集対象者を母数

とする。

・  このうち１０％の職員が参集不可能と想定し、当該参集不可能者を除

いた職員から１時間以内に参集済の職員を除いた職員の２０％の職員

が、発災後の混乱により３時間以内に参集することは困難であると想定

する。

【２４時間以内に参集可能な職員】

・  居住地から参集場所までの直線距離が２０ｋｍ圏内の参集対象者を母

数とする。

・  このうち１０％の職員が参集不可能と想定し、当該参集不可能者を除

いた職員から３時間以内に参集済の職員を除いた職員の２０％の職員

が、発災後の混乱により２４時間以内に参集することは困難であると想

定する。
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【７２時間以内に参集可能な職員】

・  全職員を母数とする。

・  このうち１０％の職員が参集不可能と想定し、当該参集不可能者を除

いた職員から２４時間以内に参集済の職員を除いた職員の２０％の職員

が、発災後の混乱により７２時間以内に参集することは困難であると想

定する。

【１週間以内に参集可能な職員】

・  全職員を母数とし、このうち１０％の職員が参集不可能と想定する。

【１週間以降も参集不可能な職員（参考）】

・  全参集対象者のうち、２％の職員が参集不可能と想定する（この２％

は、１週間以内における参集不可能者１０％の内数）。

表４ 参集可能人員算出にあたる前提条件の整理

算定の考え方及び割合

参集対象者
勤務時間外に震度６弱以上の地震が発生した場合、配備

態勢をとり、自動的に参集対象職員が一斉参集

参集速度

出発までのリードタイム、夜間の停電による視界不良、

路上障害物の回避、徒歩帰宅者による混乱、休憩等を考

慮して、２ｋｍ／ｈと設定

参集不可能者

①本人の死亡、②家族の死亡、③本人または家族が負傷

し、治療又は入院の必要があるとき、④同居する家族に

高齢者、乳幼児等がおり、また預けることが困難な場合

で、当該職員の介護や監護等がなければ、その者の最低

限の生活が維持できないとき等、被災状況を考慮し、各

時間帯における参集対象者の１０％を１週間以内は参集

不可能と設定

１週間以降も、本人の死亡、重症等により、全参集対象

者の２％を参集不可能と設定 

直ちに参集困難

発災後の混乱を考慮し、７２時間以内の参集不可能者及

び参集済を除いた各時間帯における参集対象者の２０％

と設定
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 ○ 参集対象者の母数は、平成３０年４月１日現在の職員数１，９７３人とす

る。

 ○ また、発災時の参集場所は、実際には職員ごとに異なるが、当算定にあた

っては、参集対象者全員が豊島区本庁舎（豊島区南池袋２－４５－１）に参

集すると仮定して、参集可能人員を算定する。

 ○ 上記の考え方を踏まえ、参集対象者全員が徒歩で参集すると想定した場

合の、時間ごとの参集可能人員は次のとおりである。

表５ 徒歩参集の場合における時間ごとの参集可能人数

参集時間 ～１時間 ～３時間 ～２４時間 ～７２時間 ～１週間

参集可能人数（人） ３３ ３２７ １，１２３ １，６４６ １，７７６

参集率 １．７％ １６．６％ ５６．９％ ８３．４％ ９０．０％

フェーズ１ ２ ３ ４
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＜参考：自転車参集の場合＞

 ○ 参集対象者全員が自転車で参集すると想定した場合の、時間ごとの参集

可能人員を算定する。

 ○ 時間ごとの参集対象者は次のとおりとし、参集不可能者、直ちに参集困難

の考え方は、徒歩の場合と同様とする。

  ・ １時間以内：直線距離が４ｋｍ圏内の職員

  ・ ３時間以内：直線距離が１２ｋｍ圏内の職員

  ・ ２４時間以降：全職員

 ○ 参集速度は、６ｋｍ／ｈと設定する。

表６ 自転車参集の場合における時間ごとの参集可能人数

参集時間 ～１時間 ～３時間 ～２４時間 ～７２時間 ～１週間

参集可能人数（人） ３２０ ８１３ １，５８４ １，７３８ １，７７６

参集率 １６．２％ ４１．２％ ８０．３％ ８８．１％ ９０．０％

図５ 勤務時間外に発災した場合の徒歩及び自転車における参集状況比較
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 ２ 職員数が不足する場合の対応

  ○ 勤務時間外（特に休日、早朝及び深夜）に、首都直下型地震等の大規模

地震が発生したと想定した場合、非常時優先業務にあたることができる

職員数は、発災直後から継続して不足することが見込まれる。

 ＜不足する職員に対する対応例＞

  ○ 非常時優先業務を一斉に着手することは困難であるため、各部局は、非

常時優先業務の中でも「特に優先度の高い業務」を抽出し、参集した職員

が誰であっても対応できるようにする。

  ○ 発災時の初動態勢を早期に確立するために、職員参集・安否確認システ

ムの導入を推進する。

  ○ 職員一人ひとりの防災意識を向上させるため、防災教育や業務継続計

画に基づく訓練を充実させる。

  ○ また、参集した職員が非常時優先業務に専念することができるよう、施

設の安全対策など予防対策を推進する。

  ○ 上記の対策を実施しても人員が不足する場合を想定し、受援応援体制

の整備を推進する。

第４ 職員参集の把握及び安否確認

 ○ 発災時の初動態勢を決めていた場合であっても、非常時優先業務を迅速

かつ確実に実施するためには、従事する職員が安否や参集の可否、参集まで

時間などの情報を迅速に把握することが重要である。

 ○ 大規模地震の発生時には、停電や輻輳により電話がつながらないことが

想定されるため、各課は電話連絡だけでなく、携帯メールやＳＮＳの活用な

どの連絡手段を多重化しておく。

 ○ 発災時、各部局は職員の参集情報を迅速に集約し、災害対策本部に参集率

及び今後の参集見込みなどを報告し、その後も、災害対策本部に参集状況を

報告する。

 ○ 勤務時間内に発災した場合には、職員は職場において非常時優先業務に

従事することになるが、安心して職務に専念するために、普段から家族でメ

ールや災害用伝言ダイヤル、災害用伝言板等の連絡方法を確認しておく。

第５ 権限の代行

 ○ 平常時の事案決定は、豊島区組織規程（昭和４９年３月２９日規則第２号）

に規定する組織体制で、豊島区事案の決定等に関する規定（平成１７年３月

３１日訓令甲第２号）に基づき、区長、副区長、部長、課長が事案に応じて
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決定する。

 ○ 災害時の指揮命令系統は、豊島区事案の決定等に関する規定を参考に規

定するが、複数の臨時代行者及びその代行順序を事前に決めておく。

 ○ 災害時においては、豊島区災害対策本部運営要綱で規定する組織体制に

より、非常時優先業務を実施するが、指揮命令系統を確立し、責任者が不在

の場にも適切かつ迅速に意思決定ができるよう、各部局の災害時マニュア

ル等において事案決定の代行を決定し、指揮命令系統を確立しておく。

 ○ 豊島区災害対策本部は、本部長である区長が災害対策本部の事務を総括

し、災害対策本部の職員を指揮監督する。

 ○ 本部長に事故があるときは、副本部長である副区長、教育長の順序により、

その職務を代理する。なお、副区長の順位は、豊島区長の職務を代理する副

区長の順序を定める規則による。

 ○ 各部の部長は、本部長の命を受け、部の事務を掌握する。

 ○ 本部員である部長が被災等により参集できない場合は、本部員代理（あら

かじめ本部員が指名する者）がその職務を代理し、本部の指示や計画に基づ

き、応急対策について職員を指揮する。
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第４章 業務継続計画の特に重要な６要素

 業務継続計画の重要な要素として、以下の６要素を事前に決定しておく。

要素 内容 

１ 区長不在時

の明確な代

行順位及び

職員の参集

体制

区長が不在の場合の職務の代行順位を定める。また、災

害時の職員の参集体制を定める。

・緊急時に重要な意思決定に支障を生じさせないことが

 不可欠。

・非常時優先業務の実施に必要な人数の職員が参集する

 ことが必要。

２ 本庁舎が使

用できなく

なった場合

の代替庁舎

の特定

本庁舎が使用不能となった場合の執務場所となる代替庁

舎を定める。

・地震による建物の損壊以外の理由で庁舎が使用できな

 くなる場合もある。

３ 電気、水、

食料等の確

保

停電に備え、非常用発電機とその燃料を確保する。ま

た、業務を実施する職員等の水、食料等を確保する。

・災害対応に必要な設備、機器等への電力供給が必要。

・外部から水、食料等の調達が不可能となる場合も

 ある。

４ 災害時にも

つながりや

すい多様な

通信手段の

確保

断線や輻輳等により固定電話、携帯電話等が使用不能な

場合でも使用可能となる通信手段を確保する。

・災害対応にあたり、情報の収集・発信、連絡調整が必

 要。

５ 重要な行政

データのバ

ックアップ

業務の実施に必要となる重要な行政データのバックアッ

プを確保する。

・災害時の被災者支援や住民対応にも、行政データが不

 可欠。

６ 非常時優先

業務の整理

非常時に優先して実施すべき業務を整理する。

・各部門で実施すべき時系列の災害対応業務を明らかに

 する。
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第１ 区長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制

 １ 区長の職務代行の順位

第１順位 第２順位 第３順位 

副区長 副区長 教育長

「豊島区災害対策本部条例」、「豊島区災害対策本部条例施行規則」、「豊

島区長の職務を代理する副区長の順序を定める規則」によるものとする。

 ２ 職員の配備態勢基準

  第３章 第１（Ｐ８）を参照のこと。

第２ 本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定

 １ 現状

  ○ 区災対本部設置場所として指定している区役所本庁舎が使用不能な場

合の代替施設の優先順位は以下のとおりとする。

優先順位 施設名 所在地 

第１順位
としま区民センター 東池袋１－２０－１５

としま産業振興プラザ 西池袋２－３７－４

第２順位
東部区民事務所 北大塚１－１５－１０

西部区民事務所 千早２－３９－３

 ２ 今後の検討事項

  ○ 区有施設から選べない場合を想定し、造幣局跡地防災公園などでの代

替庁舎機能の整備等を検討する。
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第３ 電気、水、食料等の確保

 １ 電気の確保（本庁舎の非常用発電機）

非常用発電機 １台

運転可能時間 ８１時間

発 電 容 量 ２，２５０ｋＶＡ（キロボルトアンペア）

燃 料 備 蓄 ７６．９５ｋ （重油）

電力供給先

・区長室・副区長室    ・議員協議会室・第一委員会室

・区役所警備室・宿直室  ・各階非常用照明

・各階トイレ       ・各階ＯＡコンセント（一部）

・Ｃ９エレベーター

＊ 空調は使用不可

 ２ 水、食料等の備蓄（３，０００人の３日分を備蓄）

備蓄物資 内容 保管場所 

飲料水
５４，０００本（０．５ ）

（１人あたり１日３ ）

豊島区本庁舎

としま区民センター

食 料

クラッカー ９，０００食

クッキー  ９，０００食

ビスケット ９，０００食

（１人あたり１日３食）

簡易トイレ
３６，０００枚

（１人あたり１日４枚）

 ３ 今後の検討事項

  ○ 非常用発電機の起動点検・訓練等の実施を検討する。

  ○ 地震等により停電が発生し、システムを稼働できない場合が想定され

るため、コピー用紙や筆記用具等の事務用品の備蓄についても検討す

る。
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第４ 災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保

 通信手段 設置数等 

１ 防災行政無線（移動系） ２８５局

２ 防災行政無線（同報系） ７９局

３ 衛星電話 ２台

４ 災害時特設公衆電話 ３００回線

５ 総合防災システム 豊島区が整備

６ 災害情報システム（ＤＩＳ） 東京都が区に整備

７ Ｔｗｉｔｔｅｒ ＳＮＳ

８ Ｆａｃｅｂｏｏｋ ＳＮＳ

９ 豊島区安全・安心メール 登録式メールサービス

１０ ＩＰ無線 ２８０局

第５ 重要な行政データのバックアップ

 １ 現状

  ○ 住民記録、税、福祉などの主な基幹系システムについては、データセ

ンターに設置して、運用・保守を委託している。

  ○ バックアップについても、日々ハードディスク及び磁気テープへのバ

ックアップを実施し、当該データセンター内に保管している。

 ２ 今後の検討事項

  ○ 現在運用しているデータセンターに障害があった場合や、さらには通

信回線の障害によりシステムが使用できなくなる場合を想定して、当該

データセンター内での保管に併せて、別途、他の方法によるバックアッ

プデータの保管も検討する。
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第６ 非常時優先業務の整理

 １ 非常時優先業務の選定基準

   第２章（Ｐ６）で示した非常時優先業務の考え方・着手目標時間に基づ

き、各部局において非常時優先業務を選定した。

 ２ 非常時優先業務の対象範囲

   応急・復旧対策、復興業務は、豊島区災害対策本部運営要綱別表「災害

対策本部の組織及び分掌事務」、通常業務は「組織と分掌事務（平成３０

年版）」に掲げる全業務を対象として、業務を選定した。

 ３ 区の非常時優先業務一覧

   第７章（Ｐ２７）を参照のこと。
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第５章 関係機関等との連携・協力体制の強化 

 大規模地震の発生時には、東京都や協定締結自治体、民間団体、委託業者・

指定管理者等との連携・協力し、実施する非常時優先業務も想定される。

 このため、関係機関等と事前に必要な調整や役割分担などを確認し、非常時

優先業務を確実に実施できる体制を整備しておく必要がある。

第１ 協定による執行体制の確保 

 区は、首都直下地震等の発生に備えて、他自治体や民間団体などと防災協定

を締結している。実際に発災した場合に、締結した協定が機能し、非常時優先

業務を確実に実施できる体制を整備していく。

 １ 現状と課題

 （１）他自治体との協力協定

   ○ 区は、他自治体との間で、災害時に物資、機材、飲料水、職員の派

遣などの支援に関して協定を締結しているが、他自治体から派遣され

た職員や物資の受入体制の具体的な検討が必要である。

 （２）民間団体等との協力協定

   ○ 区は、民間団体から災害時に協力が得られるよう協定を締結してお

り、特に災害発生時の各種物資の提供、燃料や電力などライフライン

確保、物資搬送等は重要である。

   ○ しかし、民間団体の事業者も被災することが想定されることから、

協力を得られない場合も想定される。

   ○ また、民間団体が東京都や他自治体と協力協定を締結している場合

もあり、自治体間で重複する場合の対応が必要である。

 ２ 対策

 （１）自治体との協力協定

   ○ 他自治体からの応援職員の参集場所や活動拠点までの移動手段に加

えて、宿泊場所についても事前に決めておく。

   ○ 今後も継続した協定の締結・充実を推進する。

 （２）民間団体等との協力協定

   ○ 協定を締結している民間団体や事業者を調査し、協定内容の実効性

を確認する。

   ○ また、協定を締結している事業者や民間団体の構成事業者も被災す
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ることを考慮し、事業者に事業継続計画の重要性を周知していく。

   ○ 事業者や大学、池袋駅周辺混乱防止対策協議会などと平常時から連

携し、災害時の協定や連携の実効性を高める。

第２ 委託業者や指定管理者との連携

 １ 現状と課題

  ○ 区は、業務の一部を外部の業者や指定管理者に委託している。しか

し、契約の中で災害時の業務実施に関して、明確な取り決めをしておく

必要がある。

  ○ 特に、人命に関わる非常時優先業務（補助・福祉救援センターの運営

など）は、速やかに着手する必要がある。

  ○ また、委託事業者の協力が不可欠な非常時優先業務については、災害

時の連絡・協力体制を確保しておく必要がある。

  ○ 首都直下地震が発生した場合、委託業者や指定管理者も被災すること

が想定されることから、委託業務の継続が困難となる。

 ２ 対策

  ○ 区は、委託業者や指定管理者に対し、委託事業等の内容に応じて、協

定などにより非常時優先業務の実施内容と整合を図るよう依頼する。

  ○ また、委託業者や指定管理者に事業継続計画の取組を進めるよう働き

かける。

第３ 地域との連携

 １ 現状と課題

  ○ 区内では、町会・自治会による「地域防災組織」があり、全ての地域

防災組織が年１回は防災訓練を実施するなど、活発な防災活動が展開さ

れている。

  ○ 今後は、災害時に地域防災組織が自主的に防災活動を実施できるよ

う、初動対応能力の向上が課題となっている。

 ２ 対策

  ○ 地域防災組織の訓練では、区との情報連絡体制や情報伝達手段を確認

するとともに、救援センター等の開設・運営などにおいて連携体制を強

化する。

  ○ また、防災訓練を通して、地域の幅広い年齢層の住民の参加を促し、

地域防災組織の強化・充実させていく。
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第４ 受援応援体制の確立

 １ 応援受入の必要性

  ○ 大規模災害が発生した場合、区自らも被災する中で、応急対策など災

害時固有の業務が多く発生することから、災害時であっても優先的に実

施すべき業務を「非常時優先業務」として位置づけ、業務の継続性を図

っている。

  ○ しかしながら、東日本大震災や熊本地震などによって、被災自治体の

職員だけで非常優先業務を実施することは非常に困難であることが改め

て浮き彫りになった。

  ○ また、熊本地震では、被災自治体の職員が発災後の対応に追われ、他

自治体等からの応援職員を有効に活用しきれていない状況が一部では見

受けられた。

  ○ こうした状況を踏まえ、大規模災害発生時における円滑な災害対応の

実現に向けて、応援受入の考え方や手順、体制を事前に整理する必要が

ある。

 ２ 応援受入の基本的な考え方

  ○ 各部局は、必要な人員が不足する場合、まず、応援の要請前に部局内

での人員配置を検討する。

  ○ 部局内で人員を再配置しても、対応困難と見込まれる場合に、各部局

受援担当者は、災害対策本部へ受援要請案を提出する。

  ○ ただし、業務の専門性が高い場合など、部局内での人員確保が困難な

場合や協定による応援要請の手続きが、すでに決められている場合はこ

の限りではない。

  ○ 災害対策本部は、各部局からの要請を受け、区全体の受援要請案を決

定する。

  ○ 災対総務部人的受援班（総務部人事課）は、区全体の受援要請案に基

づき、東京都災害対策本部などの関係機関と人的受援に係る実務調整に

あたる。

  ○ 応援職員の円滑な受入れを実現するため、受入部局は、あらかじめ応

援職員の役割分担の明確化、業務マニュアルの整備、情報共有の体制整

備などを進める。
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第６章 業務継続計画の検討体制・継続的改善

第１ 業務継続計画の検討体制

 ○ 区は、平成３０年６月に全庁的な組織として、「豊島区災害時業務継続・

受援体制検討会議」を設置した。

 ○ この検討体制のもとで、全部局が非常時優先業務の検討・選定にあたるこ

とで、部局間の連携強化や共通認識を持ち、区が一体となって災害対応を実

施できる体制を整備した。

第２ 業務継続計画の継続的改善

 ○ 業務継続計画に基づき、業務継続の研修や訓練を実施し、課題や問題点な

どを明確にするとともに、業務継続計画の見直しに確実に反映させていく。

 ○ こうした研修や訓練を通じて、改善案を検討し、計画の見直しにつなげる

ＰＤＣＡサイクルを確立し、業務継続計画の実効性を高めていく。

図６ ＰＤＣＡサイクルによる業務継続計画の実効性の確保
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第７章 非常時優先業務

第１ 各部局のフェーズ（着手時期）別の非常時優先業務数

部局名 
非常時 

優先業務 

フェーズ 

１ ２ ３ ４ ５ 
2 週間 

～1か月 

各 部 共 通 9 5 0 3 0 1 0 

指 令 情 報 部 16 7 6 1 2 0 0 

企 画 広 報 部 12 4 2 3 1 2 0 

災 対 総 務 部 23 11 1 3 3 5 0 

地 域 防 災 部 36 18 4 4 6 2 2 

災対環境清掃部 10 8 2 0 0 0 0 

災 対 福 祉 部 33 8 5 8 5 7 0 

災 対 衛 生 部 32 7 3 9 8 5 0 

災対都市整備部 14 5 5 1 1 2 0 

災 対 土 木 部 20 7 8 3 0 2 0 

出 納 部 7 6 0 1 0 0 0 

災 対 教 育 部 28 13 2 2 6 5 0 

合計 240 99 38 38 32 31 2 
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第２ 各部局の非常時優先業務実施に必要な人数

部局名 

必 要 人 数 

１ ２ ３ ４ ５ 
2 週間 

～1か月 

各 部 共 通 4 4 4 4 4 4 

指 令 情 報 部 21 116 110 113 113 62 

企 画 広 報 部 10 15 24 31 36 44 

災 対 総 務 部 54 59 72 88 114 138 

地 域 防 災 部 508 512 598 554 520 539 

災対環境清掃部 50 82 126 126 125 123 

災 対 福 祉 部 66 132 202 396 399 375 

災 対 衛 生 部 106 111 190 190 173 178 

災対都市整備部 48 59 95 98 134 130 

災 対 土 木 部 68 112 136 126 123 123 

出 納 部 5 5 2 2 2 2 

災 対 教 育 部 58 75 70 97 91 83 

合計 998 1,282 1,629 1,825 1,834 1,801 
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非常時優先業務一覧

-
 
2
9
 
-
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各
部
共
通
業
務
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必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

No.1～No.9は同一要員

No.1～No.9は同一要員

No.1～No.9は同一要員

No.1～No.9は同一要員

（2） （2） （2） （2） （2） （2）

（2） （2） （2） （2） （2） （2）

4 4 4

（2） （2） （2） （2） （2） （2）

各部共通業務

各部共通業務

フェーズ5フェーズ4フェーズ3フェーズ2フェーズ1

・発災後、すぐに災害対策本部へ参集する。
・また、発災から3時間以内に各班を編成し、業務が滞りなく行われるように指令を出す。
・各課と連携を取り、人員の過不足が生じている場合は、部内で調整を図る。
・職員の参集状況を定期的に把握し、支障がある場合には、災害対策本部へ支援を要請する。

1

発災～3時間 3時間～1日目 1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
着手 →

各部共通業務

No. 災対課 災対班 分掌事務分類

→

・災害対策本部からの情報、指令の伝達
・必要に応じた災対各班間の各種調整
・配置職員との連絡調整

・発災後、すぐに部内各班を立ち上げ、部内各班の業務の遂行状況の把握や調整、また災害対策本部からの指示事項を各班に伝えるなど、部内の連絡調整
を行う。
・職員の参集状況を把握し、分掌事務及び活動を説明する。各課・班に対し、活動の開始及び報告方法を指示する。
・災対本部や本部長からの指示、指令等を各部課に確実に伝える。
・各課、各班間の業務等の連絡調整を行う。

→ → →

→

→ → 完了

・どのような活動がなされているのか把握し、逐次災害対策本部へ報告する。
・災害対策本部からの指示や他部・他機関からの情報を正確に把握する。

・災害発生段階に応じて進捗管理を行い、災害対策本部への報告も適切に行う。

2

着手 →

3

着手

各部共通業務

発災後、各段階に応じて集約された情報を災害対策本部及び他各部へ伝達

災害発生段階に応じて、災害対策本部と災対各部との連絡調整を行う。

→ → →→

→ 各部共通業務

各部共通業務

各部共通業務

4

着手 →

応急・復旧

応急・復旧

応急・復旧

応急・復旧
部所属職員の動員及

び部内指令

業務の進捗状況の集
約及び報告

災害対策本部及び他
の部との連絡調整

部及び課内の連絡調
整

各部共通業務

類型

→

・発災後、すぐさま連絡体制を用いて、所属職員の動員を求めると同時に、職員の安否を確認する。
・所属職員の参集状況を把握し、災害対策本部に報告する。
・所属職員が参集したら、災害対策本部の指示に基づき各班を編成し、参集職員を各業務に割り当て、従事を指令する。
・職員動員についての調整を図る。

→ → →

着手時期

4 4 4

-
 
3
2
 
-



フェーズ5フェーズ4フェーズ3フェーズ2フェーズ1
発災～3時間 3時間～1日目 1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

No. 災対課 災対班 分掌事務分類 類型
着手時期

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

No.1～No.9は同一要員

No.1～No.9は同一要員

No.1～No.9は同一要員

No.1～No.9は同一要員

No.1～No.9は同一要員

各部局所管施設の被害状況を集約する。
被害状況に関する資料を作成し、災害対策本部や関係機関等に報告する。第１報は正確性より迅速性を優先し、資料は簡潔にまとめる。

（2） （2） （2） （2）

（2） （2） （2） （2） （2） （2）

（2） （2）

（1） （1） （1） （1）

7 各部共通業務

着手 → →

公印の管守、文書の審査

8

円滑な文書の発送業務を維持することで、外部に対して迅速な意思の伝達を行えるようにする。
文書の受領から各課への配付を円滑に行うことにより、緊急的な対外文書への対応を可能にする。

着手 →

各部共通業務

→ → 各部共通業務

発送を要する文書の発信、使送、郵送
本庁に到着した文書の受領及び各課への配付、保管、保存

（1） （1） （1） （1）

9 各部共通業務

着手

→

迅速な意思決定、対外的な文書の発出に支障が生じるため、確実に実施する。

6

→

・部内各班の業務推進に必要な予算を取りまとめ、災害対策予算や震災復興予算へ反映させる。
・部内の災害対応に必要な経費の確保するため、財政計画等の策定や予算化を図る。

・発災1週間後から、部内の災害対応に必要な経費を集約し、財政計画を取りまとめ、予算化を図る。
・予算の執行管理を行い、予算の過不足を把握し対応する。
・決算を調整する。

各部共通業務

各部共通業務

応急・復旧

応急・復旧

応急・復旧

応急・復旧

関係機関との連絡調
整

文書の収受、発送、管
理及び保存

公印の管守、文書の
審査

部内の予算、決算及び
経理

5 各部共通業務 応急・復旧

各部所管施設の被害
状況の集約、被害状
況に関する資料作成

及び報告

着手 → → → → → 各部共通業務

各部所管施設の被害状況の集約
被害状況に関する資料作成及び報告

各部共通業務

災害対策に必要な関係機関との連絡調整を行う。

円滑な連絡調整ができるようにする。

着手 → →

各部共通業務→-
 
3
3
 
-
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指令情報部

（総務部防災危機管理課、文化商工部）

-
 
3
5
 
-



防災危機管理課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

防災危機管理課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

防災危機管理課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

防災危機管理課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

指令情報部：4、備蓄倉庫：災対要員30
配布トラック15台、トラック1台に配備職員1、員数外

指令情報部：3
給水槽3か所管理：6
配布（協定者可能）：40

統括者：1
都災害対策本部：1
他機関・協定先：2

No.3の指令情報部要員4が兼務

備蓄倉庫での備蓄物資の搬出準備
備蓄物資及び応急資器材の管理及び輸送等

１　備蓄倉庫７か所の鍵を開け、備蓄物資の搬送準備
２　トラック協会等に協力要請し、物資の輸送車両を確保・配車
３　備蓄倉庫等から各救援センターへ物資を輸送・荷下ろし

都が実施する給水活動への協力及び給水車での給水活動

１　東京都による区内応急給水槽３か所（西池袋公園、文京高校、造幣局跡地防災公園）での給水活動に協力する。
２　区独自で簡易給水車20台を運用し、断水地域の住民に3 /人/日の給水を実施する。

→ → →

34 34 34

着手 完了

4
指令情
報課

指令情
報班

応急・復旧
災害対策に必要な車
両等の調達及び管理

着手 → → →

【調達】
１　各課からの必要車両（車種、トン数、第数、引き渡し場所・日時）の要請を集計
２　東京都トラック協会豊島支部（電話3981-5414)へ協力要請（トラック、運転者）
３　トラック協会から必要な車両を調達できない場合は、東京都財務局経理部輸送課あて、調達の斡旋を要請
【管理】
１　庁用車所管課から庁用車の情報を収集
２　出動できる庁用車の把握
３　ガソリン（CNG,LPG)給油所の調査

→ 完了

（4） （4） （4） （4） （4） （4）

応急対策に使用する庁用車の確保
災害対策に必要な輸送車両等の確保

3
指令情
報課

指令情
報班

応急・復旧
備蓄物資及び応急資
器材の管理及び輸送

着手

2
指令情
報課

指令情
報班

応急・復旧 応急給水活動

34

49 49

1
指令情
報課

指令情
報班

応急・復旧
都災害対策本部及び
関係防災機関との連

絡調整

着手

4

都災害対策本部及び関係防災機関との連絡を行う。

１　伝達手段の確認・確保
東京都防災行政無線（無線専用電話機、防災ファクシミリ、MCA無線電話機）、東京都災害情報システム（DIS）、東京都テレビ会議システム、Jアラート、Lア
ラート、河川監視システム、防災行政無線（ぼうさいとしま）、地域情報配信システム（個別受信機）、有線電話
２　東京都、他機関との連絡体制を取る

→ → → → →

4 4 4 4 4

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

-
 
3
6
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
企画課

防災危機管理課
都市計画課

ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

防災危機管理課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

帰宅困難者対策要員
文化商工部

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

帰宅困難者対策要員
文化商工部

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

現地連絡調整所：6
東西：各6

事業者各34→14員数外

無線担当：3
調整者：3

No.1の要員が兼務

総数：8
（企画：3、防災危機管理：2、都市計画：3）

8
指令情
報課

駅対策
班

応急・復旧
現地連絡調整所及び
情報提供ステーション
の開設・運営

着手 完了

１　大規模テント（ジオダイナ）を展張し、現地連絡調整所、池袋駅東西の情報提供ステーションを開設する。
２　通信機器、パンフレット、チケット等の必要資機材を配置し、現地連絡調整所、情報提供ステーションの運営準備を行う。
３　駅周辺の災害情報を逐次収集・整理し、区災害対策本部へ報告する。

18 18

現地連絡調整所及び情報提供ステーションを開設し、運営する。

完了

１　駅周辺の帰宅困難者情報の確認
２　現地連絡調整所・情報提供ステーション等の活動拠点の開設時期の調整
３　活動拠点に派遣する区職員及び事業者等の従事人数の調整

6 6 6

池袋駅周辺混乱防止対策協議会の事業者等と連携した帰宅困難者対策の実施
7
指令情
報課

駅対策
班

応急・復旧
帰宅困難者対策に関
する関係機関、事業者
等との連絡調整

着手 →

6
指令情
報課

通信班 応急・復旧 通信手段の確保

→ → →

１　伝達手段の確認確保
東京都防災行政無線（無線専用電話機、防災ファクシミリ、MCA無線電話機）、東京都災害情報システム（DIS）、東京都テレビ会議システム、Jアラート、Lア
ラート、河川監視システム、防災行政無線（ぼうさいとしま）、地域情報配信システム（個別受信機）、有線電話
２　本部の通信状態の把握
３　災害対策本部の状況を常に把握し、指令・通達等を迅速に伝達する対象に分配する。指令・通達及び対象を正確に防災無線統制に伝達する
４　各部、東京都、他機関へ災害対策本部の指令・通達を伝達する
５　各部、東京都、他機関からの情報を整理し、災害対策本部に報告する。

→ →

（1） （1） （1） （1）

着手

（1） （1）

本部通信情報を統括する。

5
指令情
報課

指令情
報班

復興

震災復興本部準備
室、震災復興本部の
設置及び震災復興基
本方針の策定

着手 → →

3日以内に震災復興本部準備室、1週間以内に復興本部を立ち上げ、区民に向けた復興へのメッセージを発信する。
震災復興基本方針案を作成し、関係各課と検討を進める。

→ →

2 2 2 2 2

震災復興本部準備室、震災復興本部の設置
震災復興基本方針の策定

-
 
3
7
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

帰宅困難者対策要員
文化商工部

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

文化商工部 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

人事課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

防災危機管理課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

No.3の指令情報部要員が兼務

統括者（課長級）：1
1名で3部局対応：4

東西：各20
計画人数

東京都災害対策本部等と物的支援に関する連絡・調整を行う。12
指令情
報課

受援計
画班

応急・復旧
物的支援に関する東
京都災害対策本部等
との連絡・調整

着手 → →

１　各部局からの応援要請案を基に、物的支援一覧表を作成する。
２　物的支援一覧表を東京都災害対策本部に送付する。送付手段は、FAX,電子メール等使用可能通信設備を使用する。
３　支援物資受け入れ場所を確保する。
４　支援物資配布方法を作成する。

→ →

（4） （4） （4） （4） （4）

→ →

１　各部局内の応援需要やニーズを把握させる。
２　各部局に、期日を区切って応援要請案を作成させる。
３　各部局が作成した要請案を取りまとめ、区全体の要請案を作成する。
４　各部局から２次、３次の要請があった場合、区全体の応援要請案も２次、３次と追加作成する。

→ →

5 5 5 5 5

各部局が作成した、応援需要やニーズの把握に基づく要請案を取りまとめ、区全体の要請案等を作成する。11
指令情
報課

受援計
画班

応急・復旧

人的支援に関する各
部局要請案の取りまと
め及び区全体の要請

案の作成

着手

10
指令情
報課

駅対策
班

応急・復旧
区有施設での一時滞
在施設の開設・運営

着手 完了

一時滞在施設を開設し、鉄道の運行再開までのおよそ3日間程度、帰宅困難者を受け入れる。

30 30

区有施設において一時滞在施設となる施設の開設・運営

収容人数：アウルスポット565、イケビズ500、
新区民センター、芸術劇場各1,300

（概ね100名に職員1名）

9
指令情
報課

駅対策
班

応急・復旧

帰宅困難者への備蓄
物資の配布及び一時
滞在施設への誘導案

内

着手

池袋駅東口・西口に開設する情報提供ステーションでの一時滞在施設の案内パンフレット等の配付

40

帰宅困難者に駅周辺に滞在する間の飲料水、食料を配布
一時滞在施設への誘導案内

-
 
3
8
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

防災危機管理課：1
情報通信課：2

15
防災危
機管理
課

治安対
策グ
ループ

通常
治安に関する情報収

集・提供

12

指定管理者・委託事業者等に連絡し、施設の被害状況を把握する。
施設設備の保守業者に連絡し、点検・復旧等を要請する。
被害状況をとりまとめ、災害対策本部に報告する。
施設の被害状況を踏まえ、今後の施設の利用等について、指定管理者・委託事業者等と調整を図る。
来館者またはイベント参加者の安全確認、避難誘導を行う。
作品資料保管場所（民間倉庫）の業者に連絡し、施設の被害状況を確認するとともに作品資料の被害状況確認作業の調整をし、確認作業を行う。
被害状況を踏まえ、今後の資料の保全、移設、修復などを検討する。
図書資料の被害状況を確認する。
巣鴨図書館・千早図書館への応援を手配する。

→ → → インフラ・施設維持

8 8 8 12 12

16

生活産
業課/文
化デザ
イン課/
学習・ス
ポーツ
課/図書
館課

管理グ
ループ/
ミュージ
アム開
設準
備、
ミュージ
アム開
設準備
学芸、
郷土資
料館管
理運営
グルー
プ/施設
グルー
プ/巣
鴨、千
早図書
館

通常

文化商工部所管施設
の安全確認及び利用
者保護、作品資料・図
書資料の維持管理

着手 → →

施設利用者、イベント参加者の利用者保護
作品資料・図書資料の維持管理

→ → 区民の生命、生活及び財産の保護

4 4

区内警察署から収集した犯罪情報に基づき、区の広報誌やホームページ、安全安心メール等広報媒体を利用して区民に対して犯罪発生情報や防犯情報の発
信を行う。

・発災から当面の間（約１週間）は、各種インフラが復旧するまで警察等の関係機関と協力し、情報収集にあたる。
・防犯情報、多発する犯罪の罪種、被害発生情報等を収集した情報に基づき、青色回転灯付き防犯パトロール車等を活用し、区民へ前記情報を周知。
・通信インフラ等が復旧した場合、使用可能なインフラから順次活用して、区民へ情報提供を行う。

着手

発信・統括：1
フリー：1

パト運用：2（フェーズ4、5）

伝達制御システムの維持管理

メール、ツイッター、防災無線等への伝達連携を行うシステムを適正に維持管理し、稼働させる。

2

→ → ヘッドクォーター

（1） （1） （1） （1） （1） No.13の要員が兼務

災害情報の収集・管理・発信を迅速かつ確実に実施する、総合防災システムの維持管理及び適正稼働。

発災後ただちにシステムの稼働状況を確認し、情報の収集、管理、発信・配信等が出来る状態を確保する。
発災数時間後から各救援センターをはじめ区内の防災拠点と逐次、災害・被災状況、支援要請、配備状況等の情報をやり取りできる体制の確立ととシステム
の運用

14
防災危
機管理
課

訓練計
画G

通常
伝達制御システムの

維持管理

着手 → → →

13
防災危
機管理
課

訓練計
画G

通常
総合防災情報システ
ムの維持管理

（1）

→ → ヘッドクォーター

3 3 3 3 3

着手 → → →

3

-
 
3
9
 
-



- 40 -



企画広報部

（政策経営部）

-
 
4
1
 
-



企画課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

企画課、行政経営課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

財政課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

情報管理課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

4
情報シ
ステム
保全課

情報シ
ステム
保全班

応急・復旧
情報システムの保全

及び復旧

着手 → → →

発災後３日後における情報ネットワーク可用率を５０％以上確保。発災後１週間後における情報ネットワーク可用率を7０％以上確保する。
発災後１週間後における情報システム稼働率を５０％以上確保する。発災後２週間後における情報システム稼働率を7０％以上確保する。

→ →

3 3 4 4 5 6

住民情報系システムの運用
内部情報系システムの運用
情報化基盤の管理・運用
情報化基盤に係る機器の管理・運用
庁内情報システム及びネットワークの稼働保全並びに障害状況の把握、障害事象の復旧と各種業務システムの稼働確認
LGWAN回線接続の保全及び障害状況の把握、障害事象の復旧

財政班 応急・復旧 災害対策予算の編成

予算措置なしでは契約・支払いができないため、補正予算成立までは、今ある予算の流転用での組替か執行計画の変更、予備費の補充で予算措置する必要
がある。
補正予算成立まで１か月と想定し、当面必要な応急・復旧事業費を積算し、流転用等での予算措置を行うことで所管業務をバックアップする。
また、災害対策経費を見積り、災害対策予算を編成・成立させる。

着手 →

2 2

応急・復旧事業、復興事業に要する財政需要の算定
災害対策予算の編成

被害状況等を撮影した写真や動画などを取りまとめ、災害記録として保存する。

発災後、被害状況や避難状況を撮影した写真や動画などの記録媒体を取りまとめ、災害記録として残し、復興後の検証資料とする。

3
企画財
政課

人的受援要請案の作成

部内の人的支援の需要（専門職含む）を把握し、部の人的受援要請案を作成する。
フェーズ３までに、受援要請案の第１次案を作成し、指令情報部指令情報課受援計画班に提出する。その後も引き続き、第２次・第３次要請案作成のため、部
内の需要の把握に努める。
災害対策本部で決定した区全体の受入案に基づき、災対総務部職員課人的受援班と実務調整を行う。

2
企画財
政課

企画班 応急・復旧
写真等による災害の記

録

1
企画財
政課

企画班 応急・復旧
人的受援要請案の作

成

着手 →

1 1

着手 → → → →

1 2 2 2 2

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

-
 
4
2
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
広報課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

区民相談課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

区民相談課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

企画課
防災危機管理課
都市計画課

ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

7 広報課 広聴班 応急・復旧 相談所の開設

着手

・専門仕業と連携し、早期に相談所を開設する。
・外国語通訳および多言語タブレットを活用する。

→ 完了

2 2 3

・相談所を本庁舎1階としまセンタースクエア、東西区民事務所に開設する。
・関係所管と連携し、相談所での情報を集約する。
・広報課との連携を密にし、情報発信の準備をする。

6 広報課 広聴班 応急・復旧
被災者等の相談及び

苦情処理

着手 →

被災後、区民生活が速やかに復旧できるよう、相談体制を３日以内に整備する。

→ 完了

1 2 2 2

・区政に関する相談　・苦情・要望等の受付処理
・区長宛ての提言・意見等の受付処理　・中国語・英語による外国人相談対応

5 広報課 広報班 応急・復旧
災害広報及び報道機

関との連絡

着手 → → →

被災情報等の災害情報を広報紙、ホームページ、デジタルサイネージ等の多様な媒体を活用し、区民に迅速に提供する。
区からの報道リリース及び報道機関からの問い合わせ対応。

→ →

2 3 5 7 9 14

災害広報及び報道機関との連絡

8
震災復
興本部
準備室

復興準
備班

復興

震災復興本部準備
室、震災復興本部の
設置及び震災復興基
本方針の策定

着手 → → → →

3 3 3 3 3

震災復興本部準備室、震災復興本部の設置
震災復興基本方針の策定

3日以内に震災復興本部準備室、1週間以内に復興本部を立ち上げ、区民に向けた復興へのメッセージを発信する。
震災復興基本方針案を作成し、関係各課と検討を進める。

総数：8
（企画：3、防災危機管理：2、都市計画：3）

-
 
4
3
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

12
情報管
理課

基盤グ
ループ

通常
サーバ室の管理
情報管理室の管理

着手 → →

サーバ室、情報管理室の保全（温度管理・設置機器類の管理・消火設備の管理）

発災後３日後における情報ネットワークの可用率を５０％以上確保する。
発災後１週間後における情報ネットワークおよび情報システムの可用率を7０％以上確保する。

→ → → ヘッドクォーター

2 2 3 3 4 4

11
区民相
談課

広聴・相
談グ
ループ

通常
広聴（区政一般に対す
る要望・意見及び苦

情）

着手 →

区政一般に対する要望・意見及び苦情

被災後、区民生活が速やかに復旧できるよう、要望・意見を受け取れる体制を３日以内に整備する。

→ 完了 その他

1 2 2 3

10
区民相
談課

事業グ
ループ

通常
コールセンター及びＦＡ
Ｑシステムの管理運営

着手 完了

区役所代表電話を使用したコールセンターの管理運営
FAQ（よくある質問と回答）システムの管理運営

【社会インフラ（電源、通信網等）の稼働（復旧）が前提】
■コールセンター
以下の点について確認し、準備が整い次第、コールセンターを開設する
①コールセンター運営場所および電話システム等の状況把握（被害がある場合は復旧作業）、②要員（オペレーター）等の出勤可否、③区側の体制（職員配
置）や電話システム等の稼働状況の確認
適宜、災害対策本部とも連携し、電話通信の確保に努める
■FAQシステム
・データセンター、FAQシステム等の状況把握（被害がある場合は復旧作業）
・確認が終了次第、システムを稼働させる

インフラ・施設維持

2 2

9 区長室
秘書グ
ループ

通常 秘書

着手 → → →

本部長及び副本部長の秘書

災対総務部庶務課庶務班＝総務課総務係と連携を図り、本部長、副本部長の秘書業務にあたる。

→ → ヘッドクォーター

3 3 3 4 4 4

-
 
4
4
 
-



災対総務部

（総務部）

-
 
4
5
 
-



総務課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

総務課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

総務課
地域配備職員

その他

必要人数

業務の内容

業務目標

総務課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

4 庶務課 庶務班 応急・復旧
遺骨遺留品保管所の

開設・運営

着手

遺骨遺留品保管所の開設・運営

引取人が判明しない身元不明遺骨及び遺留品の保管を行う。
1年以内に引取人が判明しない場合は、都営納骨堂等へ移送する。

→ →

2 2 2

36

法律及び条例に基づき、弔慰金、見舞金の支給、資金の貸付を行う。

弔慰金、見舞金の支給、資金の貸付等により、きめ細かい被災者の生活再建支援を行う。

3 庶務課 庶務班 応急・復旧
遺体収容所の開設・運

営

着手 → → →

4 4 4 4
遺体の収容、搬送、引渡し及び仮埋葬：土木部24

遺体収容所の開設・運営：30（総務部4、地域防災部2、衛生部
2、地域配備職員22）

遺体収容所の開設・運営

発災後速やかに遺体収容所を開設し、必要器具を用意したうえで遺体を収容するとともに、開設状況を都及び警察署に報告する。
区の対応能力のみでは十分でないと認められるときは、都及び関係機関に応援を要請する。

・義援金受領記録と保管を災対出納部と協力して実施
・義援金に関する情報の公表
・災害対策予算担当課（企画広報部担当）の災害対策予算策定への協力

・義援金を活用した災害対策予算策定、震災復興業務の円滑な推進を図る。

2 庶務課 庶務班 応急・復旧

災害弔慰金、災害障
害見舞金、被災者生
活再建支援金の支給
及び災害援護資金の

貸付

1 庶務課 庶務班 応急・復旧
義援金品の受領及び

配分計画

着手 →

13

着手 → →

4 4 4

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

-
 
4
6
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
契約課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

契約課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

議会総務課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

施設整備課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

→ →

3 3 3 3 3 3

1

災害対策に必要な物品等の検査についての事務を行う。

災害対策に支障が起こらないよう、物品等の調達及び工事契約について履行完了したものの検査を迅速かつ正確に行う。

7 庶務課 議会班 応急・復旧
区議会との連絡その
他渉外事務

着手 → 完了

3 3 3

発災時における全区議会議員の所在及び安否確認を直ちに実施し、的確な連絡体制を確立する。
各区議会議員の居住地域における被災状況を聴き取り等により可能な限り把握し、必要な場合には区の災害対策本部への情報提供を行う。
必要に応じ、２３区内の議会事務局、都議会議会局など、関係機関との連絡体制を確立する。
他機関から寄せられる議会に対する要望事項の的確な把握など、渉外事務を実施する。

発災３日以内に、すべての区議会議員の安否を確認し、連絡体制を構築することより、早期に区議会と連携した活動を実施できるようにする。

災害対策に必要な物品等の調達及び工事契約についての事務を行う。

災害対策に支障が起こらないよう、物品等の調達及び工事契約の事務を迅速かつ正確に行う。

6 庶務課 調達班 応急・復旧
災害対策に必要な物
品等の検査

着手

5 庶務課 調達班 応急・復旧
災害対策に必要な物
品等の調達及び工事

契約

→ → → → →

1 1 1 1 1

→ →

4 4 4 4 4

着手

4

→ → →

8 営繕課 管理班 応急・復旧

救援センター、補助救
援センター、福祉救援
センター、区有施設の
応急危険度判定、応
急整備等に必要な資
器材の確保等

着手 → → →

救援センター、補助・福祉救援センター、区有施設等の応急危険度判定、応急整備等に必要な資器材の確保等

応急危険度判定、応急整備等に必要な資器材を迅速に調達・確保する。

-
 
4
7
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
財産運用課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

財産運用課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

財産運用課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

男女平等推進センター 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

施設整備課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

5

・女性や性的自認・性的指向等に配慮した避難所等の運営に向けた調整、サポート
・他自治体等の男女平等推進センターからの支援受付、受入調整

・多様な性的自認・性的指向等に配慮した避難所等の運営
・他自治体等からの円滑な支援受入体制の整備

→

1 1 1 1 1

→ → → → →

着手 → →

5 5

13 営繕課 営繕班 応急・復旧

救援センター、補助救
援センター、福祉救援
センター、区有施設の
応急危険度判定、応

急整備等

着手

1

災害対策に必要な物品等の出納保管

物品等を適切に維持管理する。

27 27 27 25 25 25
区有施設の応急危険度判定：総務部25～27名

被災建築物の応急危険度判定：都市整備部7～13名

救援センター、区有施設等の応急危険度判定等を行い、被災状況等により応急整備・応急復旧を実施

・救援センター、区有施設等の被害状況の収集・整理（発災後～）
・救援センター、区有施設等の応急危険度判定実施（発生後1日目～）
・応急整備・応急復旧を実施（発災後１日目～）

12 庶務課
男女平
等推進
班

応急・復旧

女性や多様な性的自
認・性的指向等に配慮
した災害対策の総合

調整

11 庶務課 庁舎班 応急・復旧
災害対策に必要な物
品等の出納保管

着手 → → → →

10 庶務課 庁舎班 応急・復旧
区有施設の被害状況

調査

着手 → → →

庁舎等公共施設の被害状況を調査及び把握する。その情報を災対総務部営繕課に連絡するとともに、被害状況の応急整備を行う。

発災後、各部署からの連絡及び、庁舎内の調査により、庁舎の被害状況を把握する。情報を災対総務部営繕課に連絡し、被害状況に応じた応急整備に着手
する。

→ →

1 1 1 1 1 1

9 庶務課 庁舎班 応急・復旧
本庁舎の保全管理の

統括

着手 → → →

庁舎内の電気・給排水・衛生・空調・消防及び機械設備保全に関する被害状況調査、点検、確認、復旧作業、職員への周知等
防災センター等の関係機関との協議を実施

発災後、各部署からの連絡及び庁舎内の調査により、庁舎の被害状況を把握するとともに、復旧への対応に着手する。

→ →

1 1 1 1 1 1

-
 
4
8
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
施設整備課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

人事課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

人事課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

人事課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

17 職員課 職員班 応急・復旧
災害時における職員

の派遣
・派遣可能職員数の検討、派遣職員の決定
・派遣職員の服務等の検討

・区内の被災状況や被災自治体からの要望を踏まえ、速やかに派遣可能職員数等を検討し、派遣職員を決定する。
・派遣職員の決定までに、派遣職員の服務等について検討する。また、継続的な派遣が想定される場合には、派遣希望者の調査を行う。

着手 →

5 5

16 職員課 職員班 応急・復旧
職員の参集状況及び
職員並びにその家族
の被災状況の掌握

着手 → → →

・災害対策本部に従事する職員の参集状況の把握
・全職員並びにその家族の被災状況の把握

・被災後速やかに各課と連携し、職員とその家族の被災状況を確認する。被災状況が不明である職員については、各課に引き続き状況を確認するよう指示し、
適宜、その状況を確認する。
・災対本部業務に従事する職員の参集状況を、各課と連携し速やかに確認する。また、参集が出来ていない職員の状況について確認するよう各課に指示し、
適宜、その状況を確認する。

→ →

6 6 6 10 5 5

15 職員課 職員班 応急・復旧
職員の服務、給与、給
食、医療及び被服

着手 → → →

・各課と連携を図りながら職員の動員についての検討
・被災時の職員の服務や給与支給等についての検討
・動員職員への食料、医療、被服の提供

・災害発生後、速やかに各課と連携して、災害対策本部への職員の動員について検討する。また、動員職員の服務や給与支給等についても併せて検討する。
・動員職員に食事、被服を支給できるよう応援物資の支給方法について検討し、支給体制を整える。
・保健所等と連携し、医療従事者（医師、看護師）の動員を検討し、医療体制を整える。

→ →

6 6 6 10 10 10

14 営繕課 営繕班 応急・復旧
区営住宅（区管理住
宅）等の応急整備及び

営繕

着手 → → →

被災状況の把握、被災度区分判定等を踏まえ、補修補強工事を実施

・区民住宅（区管理住宅）等の被害状況を災害対策本部及び住宅課より確認する。
・応急危険度判定、被災度区分判定を踏まえ、補修補強工事を行う。

→ →

1 1 1 3 3 3

-
 
4
9
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
人事課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

人事課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

人事課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

人事課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

6

・派遣職員の受け入れ体制の確保
・派遣職員の労務管理

・派遣職員が速やかに業務につけるよう、関係各所と連絡・調整を行う。
・関係各所と連携し、派遣職員の労務管理を行う。

→ →

6 6 6

3

着手 →

災害対策本部で決定した区全体の受入案に基づき、東京都災害対策本部等と調整を行う。

※主な受援対象業務と担当部署（業務名→担当部署）
○　総合窓口、情報連絡員、災害対策本部支援、避難所（救援センター）運営、物資仕分け・荷下ろし等、区市町村応急復旧業務全般（窓口受付など）、住家被
害認定調査・罹災証明→東京都災害対策本部（人員調整部門）
○　被災建築物応急危険度判定（社会公共施設等）→東京都災害対策本部（公共建築物等応急危険度判定部会）

区災害対策本部と連携し、不足している人員を把握し、東京都災害対策本部等に職員派遣の要請を行う。

21 職員課
人的受
援班

応急・復旧
他自治体等からの人
的支援受入れ

人的受援要請案の作成

部内の人的支援の需要（専門職含む）を把握し、部の人的受援要請案を作成する。
フェーズ３までに、受援要請案の第１次案を作成し、指令情報部指令情報課受援計画班に提出する。その後も引き続き、第２次・第３次要請案作成のため、部
内の需要の把握に努める。

20 職員課
人的受
援班

応急・復旧
人的支援に関する東
京都災害対策本部等
との連絡・調整

着手 → → →

19 職員課
人的受
援班

応急・復旧
人的受援要請案の作

成

→ →

5 5 5 5

3 3 3

5

着手 → →

18 職員課 職員班 応急・復旧
労務者の調達及び供

給
・労務者（臨時職員）の需要数の確認、労務者の募集
・労務者の採用、各課への配置

・各課における労務者が必要とされる業務と需要数を確認し、それを基に労務者の募集を行う。
・労務者の採用を行い、各課へ配置する。需要数より供給数が不足する場合については、引き続き募集、採用を行う。

着手 →

5 5

-
 
5
0
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標 避難生活等での女性や多様な性的自認・性的指向を持つ人などの不安解消や課題解決につなげる。

着手 → 区民の生命、生活及び財産の保護

7

条例及び規則の公布
告示及び公告

条例及び規則の公布を確実に行う。
一定の事実を告示及び公告により確実に周知する。

23
男女平
等推進
センター

相談グ
ループ

通常
男女共同参画推進に

係る相談

1 1

22 総務課
法務・文
書グ
ループ

通常
条例及び規則の公布
告示及び公告

8

男女共同参画推進に係る一般相談を実施する。

着手 → ヘッドクォーター

-
 
5
1
 
-



- 52 -



地域防災部

（区民部、子ども家庭部子ども若者課）

-
 
5
3
 
-



区民活動推進課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

区民活動推進課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

区民活動推進課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

区民活動推進課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
着手 → → →

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務

フェーズ1はNo.2の要員が兼務
フェーズ2以降はNo.1の要員が兼務

1 管理課 庶務班 応急・復旧
人的受援要請案の作

成

→

2 管理課 庶務班 応急・復旧
地域本部との連絡調

整

着手

1

→

3 3 3 3 3

（１） （１）

人的受援要請案の作成

部内の人的支援の需要（専門職含む）を把握し、部の人的受援要請案を作成する。
フェーズ３までに、受援要請案の第１次案を作成し、指令情報部指令情報課受援計画班に提出する。その後も引き続き、第２次・第３次要請案作成のため、部
内の需要の把握に努める。
災害対策本部で決定した区全体の受入案に基づき、災対総務部職員課人的受援班と実務調整を行う。

→ → → →

→ → →

（１） フェーズ2以降はNo.1の要員が兼務

地域本部から報告を受け、災害対策本部に報告する。
地域本部の閉鎖後（8日目以降）は、地域本部の業務を引き継ぐ。

発災後ただちに地域本部と連絡できる体制を整え、救援センターが閉鎖されるまで、連絡調整業務を行う。

（１） （１）

3 管理課 庶務班 応急・復旧
救援センターの開設・
運営状況の集約及び

報告

着手

（１） （１） （１）

4 管理課 庶務班 応急・復旧
地域防災組織及び民
間協力組織との連絡

調整

地域本部から所管区域内の救援センターの運営状況について報告を受け集約し、災害対策本部に対し報告を行う。

救援センターの開設から閉鎖まで、情報収集・伝達を行う。

（１） （１） （１） （１） （１） （１）

→ →

No.1の要員が兼務

着手 → →

・防災協定に基づく災害時における飲料水や応急食糧・生活物資等を民間協力組織から受け入れ、救援センターを通じて地域防災組織へ配分する。

・地域防災組織から要請のあった物資を、民間協力組織に提供依頼し、救援センターに配分する。

→ →

（１） （１）

-
 
5
4
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班 分類 分掌事務

税務課、建築課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

総合窓口課
東部区民事務所
西部区民事務所

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

税務課
国民健康保険課
高齢者医療年金課

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

総合窓口課
東部区民事務所
西部区民事務所

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

55 300 300
地域防災部：最大300名
都市整備部：2名

→ → →

5 管理課 庶務班 応急・復旧 住家の被害認定

着手

6 管理課 庶務班 応急・復旧 罹災証明書の発行

・区内の住家の被災状況を調査する。
・調査結果を被災者生活再建支援システムに取り込み被災者台帳を作成する。

・発災後、直ちに区内の住家の被害情報を収集し、調査実施方針を決定する。
・方針のもと、調査実施に必要な人・器材・場所等を準備する。
・応援職員に対し調査の実施方法を研修し、調査を実施する。
・調査結果をシステムに取り込み、被災者台帳を作成する。

→ →

9 9 9

15

・区内の住家の所有者及び居住者に対し罹災証明書を発行する。
・被災者生活再建支援システムを利用する。

・発災後、２週間から１か月の期間、もしくは災害対策本部からの指示があり次第、直ちに罹災証明書の発行の実施について、実施要領（計画）を策定する。
・他自治体への応援人数を算定する。　　・受援計画部署への連絡を行う。
・被災した住家の所有者及び居住者の同意を得て罹災証明書を発行する。　　・被災者台帳に記録する。

着手

6

7 管理課 庶務班 応急・復旧 住民税・保険料の減免

着手 →

8 管理課 庶務班 応急・復旧
遺体収容所における
死亡届受理等

・被災者生活再建支援業務の一部として区民部が所管する住民税、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料（受付後、東京都後期高齢者医療広域連合へ申
請）を罹災証明書に基づいて減免する。
・被災者生活再建支援システムを利用する。

・発災後、２週間から１か月の期間、もしくは災害対策本部からの指示があり次第、罹災証明書（被災者台帳）に基づき税・保険料の減免処理を行う体制を組
む。
・他部局からの応援人数を算定する。　　・受援計画部署への連絡を行う。
・罹災証明書の発行を受けた区民（世帯）を対象に減免する。　　・減免した区民（世帯）の被災者台帳に記録する。

着手

2 2 2

遺体収容所における死亡届の受理及び火葬許可証の発行

遺体収容所における死亡届の受理と火葬許可証の発行を迅速・適切に実施するため、職員配置、必要書類等の確保・供給等に関する整備に努める。

→ →

2
遺体の収容、搬送、引渡し及び仮埋葬：土木24

遺体収容所の開設・運営：30（総務部4、地域防災部2、衛生部
2、地域配備職員22）

-
 
5
5
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班 分類 分掌事務

区民活動推進課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

区民活動推進課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

区民活動推進課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

区民活動推進課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

（１） （１） （１） No.1の要員が兼務

着手 → →

9 管理課 庶務班 応急・復旧
日本赤十字社との連

絡

着手 完了

10 管理課 庶務班 応急・復旧
地域本部の運営に係

る受援

・日本赤十字社東京都支部豊島区地区として、日赤本社からの救援・支援に関する情報を収集する。
・日本赤十字社が実施する救援・支援に関する要望調査を災対総務部に繋ぎ、円滑な支援を受けられるようにする。

・発災後、日本赤十字社から発信される災害救援・支援情報を収集し、適宜、災対総務部へ提供する。
・日本赤十字社から救援・支援に関する要望調査があった場合には、速やかに災対総務部へ引き継ぐ。

→ →

（１） （１）

（１）

地域本部からの応援要請に基づき、災害対策本部に依頼して他部の所属職員を出向させるよう手配する。

・発災後、地域本部に対し救援センター配備職員の欠員状況を把握するよう指示する。
・地域本部に対し各救援センターの収容者数・業務量を勘案し人員の充足状況を把握するよう指示する。
・地域本部からの要請に基づいて、他部の所属職員を救援センターに配備するよう災害対策本部に依頼する。
・地域本部及び救援センターの人員配置は、発災から概ね３日目以降、避難者等の状況を踏まえ、随時見直す。

（１）

完了

No.1の要員が兼務

11 管理課 調整班 応急・復旧

区民部所管施設の安
全確認及び利用者保
護、被害状況の集約

及び報告

着手

着手 完了

12 管理課 調整班 応急・復旧
救援センターの増設準
備及び管理運営の協

力

区民部所管施設の安全確認及び利用者保護
区民部所管施設の被害状況の集約及び報告

区民部所管の区民集会室、南池袋斎場、地域活動交流センター、区民活動推進課分室の被災状況を確認する。
非常時優先業務を除き、施設の利用は原則停止して、施設の保全を図る。
地域本部・救援センター・補助救援センター施設の状況を各管理者から収集し集約する。
施設の状況を災害対策本部に報告する。

2 2

1

区内区外を問わず避難施設を増設する場合、避難所で必要となる応急物資や人員を配置し避難者の受入準備を行う。避難者の移送及び避難施設の管理運
営に協力する。

・増設する施設が決定したら、収容人数を決める。　　・収容人数分の物資を施設に送付する。
・増設した救援センターの開設及び管理運営に協力する職員を配置する。　　・救援センターから避難者を移送する。

1

-
 
5
6
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班 分類 分掌事務

地域区民ひろば課
子ども若者課

ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

地域区民ひろば課
子ども若者課

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域区民ひろば課
子ども若者課

インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

地域区民ひろば課
子ども若者課

ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

84 84 56

着手 →

13
補助救
援セン
ター課

庶務班 応急・復旧

補助救援センターの開
設、補助救援センター
運営状況の集約及び

報告

→ 完了

14
補助救
援セン
ター課

施設保
全・避難
所班

応急・復旧
補助救援センター開設
予定施設の安全確認
及び利用者保護

補助救援センターの運営状況の集約および地域本部への報告
補助救援センターの設営・避難者の受入れ・補助救援センターの運営

・利用者保護終了後、直ちに施設を閉館し、施設の安全確認と補助救援センター開設準備を行う。
・補助救援センター開設後は、各施設の安全点検および避難者の状況を集約し、適宜地域本部に報告する。
・補助救援センター開設指示後、直ちに補助救援センターに配備される職員等と引継ぎを行う。
・補助救援センターとして避難者を受け入れ、生活ルールの確認・役割分担を行い、自主運営による避難所運営への円滑な移行を援助する。
・地域本部および救援センターとの連絡を密にし、避難者への情報提供、生活物資の調達及び配布、施設の安全・衛生管理をはじめ、円滑な避難生活ができ
るよう配慮する。

→ →

84

施設利用者等の安全確保・避難誘導
利用者保護が完了次第、救援センターへ移送

・発災時、施設利用者を安全な場所に誘導し、利用者カードを基に安全確認を行い、怪我人には応急処置を行う。
・施設の環境整備とともに、定期的に安全確認を行い、必要に応じて立入禁止の表示や応急修理を行う。

112 112 112

34 34 34

着手

→ → →

発災時間によって業務を実施

15
補助救
援セン
ター課

施設保
全・避難
所班

応急・復旧

補助救援センター開設
予定施設の被害状況
の集約及び報告、施設
の保全管理及び応急

修理

着手

→ → →

16
補助救
援セン
ター課

施設保
全・避難
所班

応急・復旧
地域本部・救援セン
ターとの連携・協力

施設の被害状況の調査、集約及び報告
施設の保全管理及び応急修理

・「発災時点検報告シート」に従い、ライフライン・トイレ・機械設備等の被災状況把握を行う。
・「安全点検チェックリスト」に基づき、施設安全定期点検を実施する。
・施設の被害状況を補助救援センター課庶務班に報告する。
・必要に応じて初期消火、救出救護活動、応急修理等を行う。

→ →

34 34 34

（34） （34） （34）

地域本部・救援センターとの連携・協力

・補助救援センター課を介して、利用者保護および施設の被害状況を地域本部に報告し、地域本部からの補助救援センター開設要請を受けて補助救援セン
ターを開設する。
・補助救援センター開設後は、補助救援センター課を介して、避難者および施設の状況を地域本部に報告し、救援センターと連携・協力していく。
・災害対策本部及び地域防災組織、避難者等からの災害関連情報の収集及び提供を行う。
・必要に応じて救援センターに配給物資および備品の要請を行う。

→ →

（34） （34） （34）

着手

No.15の要員が兼務

-
 
5
7
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班 分類 分掌事務

地域本部配備職員 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域本部配備職員 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

地域本部配備職員 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域配備職員 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

148 No17～No.19は同一要員

→ → 完了

17
地域本
部

庶務班 応急・復旧

救援センター、補助救
援センター及び福祉救
援センターとの連絡調

整

着手

→ → 完了

18
地域本
部

庶務班 応急・復旧

所管区域内の被害状
況、救援センターの開
設・運営状況の集約及

び報告

救援センター及び補助・福祉救援センターとの連絡調整

・救援センターの収容状況及び補助救援センターや福祉救援センターへの移送要望を集約し、補助救援センターや福祉救援センターへの移送者を検討する。
・検討状況を地域防災部管理課へ報告し補助救援センター・福祉救援センターへの移送者を決定する。

148 148 148

（148）

所管区域内の被害状況の集約及び報告
所管区域内の救援センターの開設・運営状況の集約及び報告

・各救援センターから近隣の被害報告を受け、集約して地域防災部管理課へ報告する。
・各救援センターの収容状況、物資の過不足状況等を集約し地域防災部管理課へ報告する。

（148） （148） （148）

（148） No17～No.19は同一要員

着手

→ → 完了

No17～No.19は同一要員

19
地域本
部

庶務班 応急・復旧
救援物資及び応急食
料の配分管理

着手

→ → 完了

20
地域本
部

救援セ
ンター

応急・復旧
所管区域内の被害状
況の集約及び報告

救援物資及び応急食料の配分管理

・備蓄物資を集積し収容者に平等に配分する。
・救援物資及び応急食料を受領し、区域内の救援センターに連絡し引き取りに来てもらう。
・物資は各救援センターの収容者数に応じて平等に配分する。

（148） （148） （148）

202

所管区域内の被害状況の調査及び報告

・各救援センター周辺の被害報告を集約して地域本部へ報告する。

202 202 202

着手

No.20～No.27は同一要員
※地域本部要員148名は除く（重複して算定しない）

-
 
5
8
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班 分類 分掌事務

地域配備職員 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域配備職員 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域配備職員 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域配備職員 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

（202）
No.20～No.27は同一要員

※地域本部要員148名は除く（重複して算定しない）

→ → 完了

21
地域本
部

救援セ
ンター

応急・復旧
救援センターの開設及

び運営

着手

→ → 完了

22
地域本
部

救援セ
ンター

応急・復旧

救援センターへの避難
に伴う避難者及び被災
者の避難誘導及び輸

送

救援センターの開設及び運営

・地域本部長より救援センターの開設を命じられたら施設を開錠し、開設の看板を掲げる。
・地域本部で無線機等資器材を受領し救援センターに設置し使用テストを行う。
・救援センター長を指定し救援センター運営調整会議を設置して地域本部へ報告する。　　・収容者の名簿を作成する。
・医療救護所や避難所のスペースを区割りする。　　・収容者数を集約し地域本部へ報告する。
・必要に応じてボランティアの派遣を地域本部に要請する。　　・区からの情報を適宜収容者へ提供する。

（202） （202） （202）

（202）

救援センターへの避難に伴う避難者及び被災者の避難誘導及び輸送

・避難者及び被災者の避難を誘導する。
・所管救援センターが延焼等の危険性がある場合は、地域本部を通じて調整し、新たな避難場所へ収容者を避難誘導する。
・救援センターの収容限度を超えた場合には、地域本部を通じて補助救援センターを開設し、救援センターの収容者を移送する。
・救援センターに収容されている者のうち福祉救援センターでの収容が望ましい者について、地域本部を通じて移送先の福祉救援センターを決定し、移送の手
配をする。

（202） （202） （202）

（202）
No.20～No.27は同一要員

※地域本部要員148名は除く（重複して算定しない）

着手

→ → 完了

No.20～No.27は同一要員
※地域本部要員148名は除く（重複して算定しない）

23
地域本
部

救援セ
ンター

応急・復旧
災害時要援護者の安

否確認等

着手

→ 完了

24
地域本
部

救援セ
ンター

応急・復旧
医療救護所の開設準

備

災害時要援護者の安否確認等

・救援センター収容者のうち災害時要援護者名簿に登載された者について本人の聞き取りなどして状況を確認する。
・本人や家族の意向を確認して福祉救援センター移送者名簿に登載する。
・災害時要援護者名簿登載者で避難していない者については、ボランティア等の協力を得て自宅を訪問するなどして安否を確認し、避難を促す。

（202） （202） （202）

医療救護所の開設準備

・12の地域本部の救援センター内に医療救護所のスペースを確保する。
・避難者に医療救護所の場所が分かるように明示する。
・ボランティアの協力を得て医療救護活動に必要な資器材の搬入等を援助する。
・医師等の指示を受けて、医療機関や福祉救援センターに移送する者を地域本部に報告し移送を調整する。

（202） （202） （202）

着手

No.20～No.27は同一要員
※地域本部要員148名は除く（重複して算定しない）

-
 
5
9
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班 分類 分掌事務

地域配備職員 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域配備職員 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域配備職員 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域配備職員 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

（202）
No.20～No.27は同一要員

※地域本部要員148名は除く（重複して算定しない）

→ → 完了

25
地域本
部

救援セ
ンター

応急・復旧

給食、給水活動及び救
援物資の配給、ミニ備
蓄倉庫及び資器材格

納庫の管理

着手

→ → 完了

26
地域本
部

救援セ
ンター

応急・復旧
地域防災組織等との

協力

給食及び給水活動及び救援物資の配給
ミニ備蓄倉庫及び資器材格納庫の管理

【給食及び給水活動】
・救援センター運営調整会議で配分方法を定める。　　・配給された応急食料を配分方法に沿って配付する。
・給水車の駐車スペースを確保し、到着したら収容者に知らせて配分方法に沿って配分する。
・給食・給水の過不足について地域本部に報告する。
【救援物資の配給】
・地域本部から提供される救援物資に関する情報を救援センター運営調整会議に伝達する。
・救援物資が配給されたら受領と保管を支援する。　　・救援センター運営調整会議が避難者等に救援物資を配布する支援をする。
【ミニ備蓄倉庫及び資器材格納庫の管理】
・倉庫内の物品管理や受入払出等について救援センター運営調整会議の管理を支援する。

（202） （202） （202）

（202）

地域防災組織等との協力

・地域防災組織等への情報提供
・地域防災組織等を通じた所管地域の被災状況等の収集

（202） （202） （202）

No.20～No.27は同一要員
※地域本部要員148名は除く（重複して算定しない）

着手

→ 完了

No.20～No.27は同一要員
※地域本部要員148名は除く（重複して算定しない）

（202） （202） （202）

27
地域本
部

救援セ
ンター

応急・復旧
初期消火活動への協

力

着手

着手 →

60

初期消火活動への協力

消火器、D級ポンプ等を使用し、初期消火活動へ協力する。

28
地域本
部

救援セ
ンター

応急・復旧
教育活動再開への協

力

60

教育活動再開への協力

教育活動の再開、児童生徒や教職員の安全確保に協力する。

-
 
6
0
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班 分類 分掌事務

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

戸籍届出書の受理及び審査、死亡届の受付及び埋火葬許可証の交付、戸籍システムの保守管理　等

業務が停止した場合、火葬許可証が発行できなくなり、また、権利関係（相続など）に影響を及ぼすため、確実に業務を実施する。

3 5 7 15

区民の生命、生活及び財産の保護着手 → → → →

2

29
総合窓
口課

戸籍グ
ループ

通常

戸籍業務
（戸籍届出書の受理及
び審査、死亡届の受付
及び埋火葬許可証の
交付、戸籍システムの
保守管理　等）

30
総合窓
口課

住民記
録第
一、第
二、第
三グ
ループ

通常

住民記録業務
（住民記録・印鑑登録
システム、住民基本台
帳ネットワークシステ

ムの運用）

着手 → 完了 区民の生命、生活及び財産の保護

5 10 30

住民記録異動届、印鑑登録等事務、住民基本台帳ネットワークシステムの運用

発災後2週間を目途に住民記録システムの運用を再開する。
再開後は、住民の安否確認等での活用する。

着手

着手

8 8

31 税務課
庶務グ
ループ

通常
特別区民税・都民税の

証明 証明書等の発行

罹災による各種申請等に添付する税証明の申請が想定されるため、証明書の発行が必要となる。

32 税務課
庶務グ
ループ

通常 電算処理システム

→ 区民の生命、生活及び財産の保護

区民の生命、生活及び財産の保護

2

税国保システム（リームス）、滞納整理支援システム（ＳＤ１）の運営

罹災による各種申請等に添付する税証明の申請が想定されるため、税国保システム（リームス）稼働が必要となる。

-
 
6
1
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班 分類 分掌事務

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

2 2

着手 完了 その他

33 税務課
課税調
整グ
ループ

通常
特別区民税及び都民

税の賦課
賦課業務に係る全体的な計画及びスケジュールを作成し課税グループへ周知する。また賦課業務に係るシステムの利用及び委託事業者との調整を図る

①発災直後は税務課の応急業務としての住家被害認定調査の準備及び一次調査に従事する。
②発災1週間後からは、災害時の特別区民税および都民税の賦課業務の計画及び減免申請への窓口体制等構築に着手する。
③発災2週間後までに災害時賦課業務計画等を課税担当グループへ周知する。
④課税担当グループに周知・調整後、住家被害認定調査に戻る。
応急業務との調整を図りながら、早急に賦課業務計画を構築する。

34
国民健
康保険
課

電算グ
ループ

通常
電算処理システムの

維持管理

着手 → → 区民の生命、生活及び財産の保護

2 1

7

→ 区民の生命、生活及び財産の保護

1

電算処理システムの維持管理

保険加入や保険証再発行などの手続きには、税国保システム（リームス）稼働が必要となる。

35
国民健
康保険
課

資格・保
険料グ
ループ

通常
国民健康保険被保険
者の異動及び資格に

関すること

着手 →

7 7

【異動】
１　住民記録及び各種保険加入状況を確認し、豊島区国保加入・喪失受付及び入力を行う。
２　資格得喪に係る届出の点検を行う。
【資格】
１　保険証の新規発行・再交付を行う。
２　有料にて国保加入履歴の証明書を発行する。

税・国保システム及び住民記録システムの稼働後、窓口で受け付けた国保加入届出又は保険証再交付届出に係る検査を行い、保険証又は加入履歴の証明
書を交付する。

36
国民健
康保険
課

給付グ
ループ

通常
国民健康保険の給付

等

証発行などの手続きには、税国保システム（リームス）稼働が必要となる。

着手 → → 区民の生命、生活及び財産の保護

2

限度額適用・標準負担額減額認定証の申請、交付

2 2

-
 
6
2
 
-



災対環境清掃部

（環境清掃部）

-
 
6
3
 
-



ごみ減量推進課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

ごみ減量推進課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

ごみ減量推進課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

ごみ減量推進課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

着手 → → → →

2 2 2 2 2

人的受援要請案の作成

部内の人的支援の需要（専門職含む）を把握し、部の人的受援要請案を作成する。
フェーズ３までに、受援要請案の第１次案を作成し、指令情報部指令情報課受援計画班に提出する。その後も引き続き、第２次・第３次要請案作成のため、部
内の需要の把握に努める。
災害対策本部で決定した区全体の受入案に基づき、災対総務部職員課人的受援班と実務調整を行う。

※下記の業務については、災対環境清掃部にて東京都と人員調整を行う（業務名→担当部署）。応援を受けた場合は、災対総務部職員課人的受援班に受入
れ人数等を報告する。
○　災害廃棄物の処理→東京都災害廃棄物対策本部

2 管理課 管理班 応急・復旧 し尿処理

着手 →

1 管理課 管理班 応急・復旧
人的受援要請案の作

成

→ → → →

2 2 2 2 2 2

地域防災計画では、発災から3日目までマンホールトイレ等の備蓄しているトイレで対応し、3日目以降にし尿の収集体制が整った段階で仮設トイレを設置、し尿
の収集を行う。なお、特別区内で稼働しているし尿の収集を行うバキューム車は約120台で、必要なバキューム車を特別区内で賄うことは不可能なため、早期
に特別区共同で都や（公益財団法人）全国都市清掃会議等に支援の要請を行う。

発災後、救援センター等の被害状況を把握し、し尿処理の収集の必要量を算定する。①家庭ごみで収集する携帯トイレの利用とマンホールトイレの利用を優先
する。
②それでも仮設トイレを使う場合は、極力バキューム車を使わない方向で進める。③今後は、自然分解するトイレの導入を検討する。3日目以降、可能な限り早
期にし尿の収集体制を整え、仮設トイレからのし尿の収集を開始する。

3 管理課 管理班 応急・復旧
災害時排出されるごみ
等の収集に関する計

画の策定

着手 → → → → →

2 2 2 2 2 2

災害発生時の災害廃棄物処理計画及び災害廃棄物処理実行計画の策定

発災後、すぐに情報収集・被害状況把握、土木部、清掃事務所、清掃工場等関係機関との連絡調整を行う。また、ごみ量の予測、事務所収集体制・能力を確認
し、限定的な作業計画の策定に着手する。
災害廃棄物処理計画に基づき初動体制を整え、対応にあたり、発災から一カ月程度経過し、被害の全体像が見えた段階で災害廃棄物処理実行計画を策定
し、災害廃棄物の処理にあたる。

4 管理課 管理班 応急・復旧 がれき処理

着手 → → →

災害がれきを処理するには、災害がれきを一時的に保管する一次仮置場が必要になる。①可能な限り早期に一次仮置場を開設する。②分別排出と仮置場及
び指定の場所への搬入を広報等で区民へ周知徹底する。また、東日本大震災クラスの災害が発災した場合、災害がれきの一次仮置場への搬入完了を発災か
ら1年半以内を目標とする。（国、都、特別区、災害協定都市の支援の状況により、期間の短縮が可能）

→ →

3 3 3 3 3 3

災害時に発生する災害がれきは大きく分けると、道路啓開や救援時に発生する物、損壊家屋の解体時に発生するものに分類される。早期にこれらの災害がれ
きを迅速かつ適正に処理し、復旧・復興につなげていく。

-
 
6
4
 
-



No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

環境保全課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

豊島清掃事務所 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

豊島清掃事務所 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

5 管理課 管理班 応急・復旧 放射性物質対策

着手 → → →

発災後、近郊の原子力発電所（東海、福島、浜岡、女川など）の被災状況およびその周辺の放射線量に関する情報収集をするとともに、直ちに区有施設(3か
所)における放射線量測定を実施する。合わせて、都内８か所のモニタリングポストの測定値の監視を実施する。
区内の放射線量が「豊島区放射性物質対策ガイドライン」の目標値を上回る場合は、防災危機管理担当課へ情報提供し、施設所管課等と協力して同ガイドラ
インに定める対策を講ずる。

→ →

3 3 2 2 1 1

災害発生に伴う原発事故等により、放射性物質漏えい事故が発生した際の環境放射線量調査を行う。

6 作業課 作業班 応急・復旧
災害時排出される家庭
ごみ等の収集、運搬及

び処分

着手 → → →

①清掃工場等搬入場所の被害状況や道路状況の情報収集
②収集作業開始
以降、応急対策・復旧状況に応じて収集継続

→ →

30 50 90 90 90 90

災害発生後の区内家庭から分別排出されたごみの収集を行う。

7 作業課 車両班 応急・復旧
清掃車両の管理、運

行

着手 → → →

①雇上車両の確保　　②車両燃料の確保
③稼働可能車両に応じた運行計画の策定　　④収集作業開始
以降、応急対策・復旧状況に応じて管理、運行を継続

→ →

10 15 20 20 20 20

収集作業に必要な燃料と雇上車両を確保し、収集体制を維持する。

8
環境保
全課

公害対
策グ
ループ

通常 公害対策

着手 → →

１　事業場等で使用される化学物質の適正な管理方法等の指導
２　騒音、振動、粉じん等公害苦情現象改善の指導や対応
３　環境分析室、大気汚染測定室の管理

１　発災後、有害物質や適正管理化学物質を保有している工場や事業場の被害状況を把握するとともに、警察、消防等の関連機関に情報提供・情報収集を行
う。化学物質の保管状況の確認を行い、適切な管理方法や対策を指導、助言する。
２　発災後発生する、騒音、振動、粉じん、放射線量等の全般の相談や苦情等に対応し、区民の不安を解消する。
３　発災後、大気汚染自動測定室の被害状況を調査する。機器の調整等が必要な場合は、速やかに管理委託業者に調整を依頼し継続的な測定を行う。

→ → 区民の生命、生活及び財産の保護

5 5 5 5 3

-
 
6
5
 
-



No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

9
ごみ減
量推進
課

事業推
進グ
ループ

通常 資源回収

着手 → → →

区民が排出する資源（缶・ビン・ペットボトル、古紙・古布）を回収

発災後、すぐに情報収集・被害状況把握、収集事業者との連絡調整を行う。また、資源量の予測、収集事業者収集体制・能力を確認し、事業者と限定的な作業
計画の策定に着手する。
2日目からは、資源の排出抑制の広報・周知活動を行う。また、限定的な収集作業の進捗状況等を把握し、状況に合わせて作業計画を更新する。

→ → 区民の生命、生活及び財産の保護

3 3 3 3 3 3

10
ごみ減
量推進
課

計画調
整グ
ループ

通常
豊島清掃事務所作業

計画の策定

着手 → 完了

ごみ量推計値を基に作業計画（ごみ）を策定する。また、清掃車両の配車計画を策定する。

清掃事務所との連絡調整の上、収集体制を構築し、作業計画を策定する。

区民の生命、生活及び財産の保護

2 2 2

-
 
6
6
 
-



災対福祉部

（保健福祉部、
子ども家庭部子育て支援課・保育課）

-
 
6
7
 
-



福祉総務課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

福祉総務課
生活福祉課

ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

福祉総務課
生活福祉課

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

福祉総務課
生活福祉課

ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

№3の要員が兼務

着手 →

１．ボランティア要望が多数の場合、東京都その他自治体と連携し、広域的支援に向け要請等を行う。
２．社会福祉法人等への福祉ボランティアの要請を行う。
３．その他必要に応じて、ボランティアに関する他自治体との情報交換及び連絡調査を行う。

□ボランティア要望が多数の場合の広域的支援要請
□区内社会福祉法人への応援要請
□他自治体との情報交換・連絡調査

→ →

(2)

3

ボラン
ティア・
要援護
者対策
課

庶務・ボ
ランティ
ア班

応急・復旧
各部ボランティアの要
望の調査、集約及び報

告

(2) (2) (2)

4

ボラン
ティア・
要援護
者対策
課

庶務・ボ
ランティ
ア班

応急・復旧
ボランティアに関する
関係機関との情報交
換及び連絡調査

１．災対各部におけるボランティア要望について調査を行う。
２．ボランティア要望を集約・整理し、災害ボランティアセンターへ報告する。
※なお、ボランティアの受け入れ及び派遣については、災害ボランティアセンター及び災対各部において調整し、実施する。

□ボランティア要望調査　　□調査票の作成（調査項目例：人数、業務内容、派遣場所、知識・資格等）
□ボランティア要望の集約（災対各部別、業務別、救援センター別の区分要検討）　　□ボランティア要望の定期収集・把握　　□通常組織等による業務継承

2 4 4 4

着手

人的受援要請案の作成

部内の人的支援の需要（専門職含む）を把握し、部の人的受援要請案を作成する。
フェーズ３までに、受援要請案の第１次案を作成し、指令情報部指令情報課受援計画班に提出する。その後も引き続き、第２次・第３次要請案作成のため、部
内の需要の把握に努める。
災害対策本部で決定した区全体の受入案に基づき、災対総務部職員課人的受援班と実務調整を行う。

→ → → 完了

→ → →

4

１．被害状況を把握し、豊島区民社会福祉協議会と協議を行う。　　２．協議結果を踏まえ、災害対策本部において災害ボランティアセンター設置の可否を決定
する。
３．災害ボランティアセンターの開設及び運営に向け、必要に応じて、応援職員を派遣する。
４．災害ボランティアセンターと区災対福祉部との連絡体制を整備する。　　５．区災対本部、マスコミ、関係機関等を通じて、災害ボランティアセンターの周知を
行う。

□被害状況の把握　　□災害ボランティアセンターの設置の可否決定　　□災害ボランティアセンターへの応援職員派遣
□災害ボランティアセンター相談窓口の設置　　□無線等を活用した連絡体制を整備　　□開設についてボランティア・庶務班へ報告

4 4

1

ボラン
ティア・
要援護
者対策
課

庶務・ボ
ランティ
ア班

応急・復旧
人的受援要請案の作

成

着手

2

ボラン
ティア・
要援護
者対策
課

庶務・ボ
ランティ
ア班

応急・復旧
災害ボランティアセン
ターとの連絡調整及び

活動支援

→

2 2 2 2 2

2 2

着手 → → →

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

-
 
6
8
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
福祉総務課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

高齢者福祉課
障害福祉課
子育て支援課

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

高齢者福祉課
障害福祉課
介護保険課
生活福祉課

西部生活福祉課
子育て支援課

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

7

ボラン
ティア・
要援護
者対策
課

要援護
者対策
班

応急・復旧
災害時要援護者等へ

の措置

着手

１．災害時要援護者等のうち、在宅生活の継続が困難あるいは福祉救援センターでの避難生活が困難と認める者について、緊急入所等の措置を実施する。
２．在宅生活の継続においてサービス提供等が特に必要と認める者に対して、サービス事業者、専門職、ボランティアと連携し、援護を実施する。
３．実施にあたり、必要に応じて、応援職員・福祉ボランティア等の協力要請を行う。

□要援護者等の実態調査の結果分析　　□福祉サービス事業所等の被害状況等の把握
□社会福祉施設等の被害状況の確認（福祉救援センター課）　　□緊急入所者の決定・実施　　□在宅援護の決定・実施

完了

(2) (2) (2)

１．救援センターにおける災害時要援護者等の実態把握のため、地域防災部と連携して調査を実施・集約する。
２．在宅避難者の実態把握のため、災対衛生部、地域防災部、サービス事業所等と連携し調査を行う。
３．社会福祉施設等入所者の安否及び実態・ニーズの把握を行う。

【救援センター避難者】
□調査方法の検討（避難者調査との連携）　　□実態調査の実施　　□実態調査結果の集約分析
【在宅避難者】
□調査方法の検討（サービス事業所による調査報告、救援センターによる要援護者の安否確認等を踏まえた巡回相談など）　　□実態調査の実施
【福祉施設入所者】
□施設管理者から、入所者・利用者及び職員の安否、実態・ニーズその他被害状況の報告

完了

3
(高1,障1,子1）

12
(高6,障3,子3）

12
(高6,障3,子3）

(2) (2) №6の要員が兼務

着手

→ → →

5

ボラン
ティア・
要援護
者対策
課

庶務・ボ
ランティ
ア班

応急・復旧 民生委員の安否確認

→ → →

6

ボラン
ティア・
要援護
者対策
課

要援護
者対策
班

応急・復旧
災害時要援護者等の
把握及び連絡調整

１．地区会長等を通じて、民生委員の安否情報を確認する。
２．民生委員との連絡手段を確保し、報告方法を伝達する。
３．活動可能な民生委員に対して、管轄する救援センターにおいて、要援護者等の安否確認への活動協力を要請する。

□民生委員の安否確認　　□民生委員との連絡・報告体制　　□救援センターが行う災害時要援護者等の安否確認への協力（要援護者名簿、安全マップその
他資料）
□民生委員の災害対策業務従事を解除（通常業務に引き継ぐ）　　※通常業務として生活相談等を引き続き実施していく

2 2

12
(高6,障3,子3）

8
(高4,障2,子2）

着手 完了

-
 
6
9
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

高齢者福祉課
障害福祉課
介護保険課
生活福祉課

西部生活福祉課
子育て支援課

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

高齢者福祉課
障害福祉課
子育て支援課
保育課

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

9
福祉救
援セン
ター課

庶務班 応急・復旧

福祉救援センターの設
置、福祉救援センター
の開設・運営状況の集
約及び報告、避難者の

受け入れ

【設置】
１．救援センター等に調査を行い、福祉救援センター移送希望者等に関する情報を収集・把握する。　　２．福祉救援センターの予定施設について、被害状況及
び開設の可否に関する情報を収集する。　　３．救援センター福祉室における要配慮者の様態、予定施設の被害状況等を踏まえ、福祉救援センター開設の可
否について、災対本部へ報告、決定する。
【開設・運営状況の集約及び報告】
１．福祉救援センターの開設状況を集約する。　　２．福祉救援センターの運営状況について定期報告させる。　　３．運営に関する情報について、必要に応じ
て、区災対本部及び各部、並びに都福祉保健局その他関係機関に報告を行う。
【避難者の受け入れ】
１．福祉救援センターの入所希望者から、入所者の選定及びその優先順位を決定する。　　２．入所者数が入所可能者数を上回った場合は、協定自治体等へ
の受け入れについて災対総務部と協議、調整を行う。

【設置】
□移送希望者の把握　　□照会にあたって、希望者の様態、介助者の有無、医療救護所の判断、災害時要援護者名簿の掲載等、移送の決定に寄与する情報
を把握　　□福祉救援センター予定施設の状況把握　　□災対本部への報告及び決定
【開設・運営状況の集約及び報告】
□開設状況の把握、報告　　□運営情報の収集、報告
【避難者の受け入れ】
□救援センター及び在宅避難者等から福祉救援センター入所希望者の収集・把握　　□情報収集にあたり要援護者対策班と連絡調整　　□入所者の選定基準
の作成　　□入所者の選定及び順位の決定　　□入所者情報を施設保全・避難所班へ提供　　□協定自治体等への受け入れの決定　　□協定自治体等への
受け入れ情報の関係機関提供

→ →

4
（高1,障1,子2）

１．災対衛生部の巡回健康相談と連携し、救援センターの定期巡回や福祉に関する相談窓口を開設し、福祉ニーズを把握する。

□定期巡回の実施
□福祉相談窓口の開設

→ 完了

12
（高3,障3,子6）

12
（高3,障3,子6）

4
（高1,障1,子2）

着手 →

着手

8

ボラン
ティア・
要援護
者対策
課

要援護
者対策
班

応急・復旧
災害時要援護者等へ

の生活支援
15 15 15

-
 
7
0
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

高齢者福祉課　介護保険課
障害福祉課（心身障害者福

祉センター含む）
生活福祉課

西部生活福祉課
子育て支援課

インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

高齢者福祉課
障害福祉課
介護保険課
生活福祉課

西部生活福祉課
子育て支援課　保育課

インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

11
福祉救
援セン
ター課

施設保
全・避難
所班

応急・復旧
福祉救援センター開設
予定施設の安全確保
及び避難誘導

着手

１．福祉救援センター予定施設に対して、開設に向けた準備として施設利用者の安全確保及び避難誘導を行う。
２．下記内容について、防災無線等を活用し予定施設から当班へ報告させる。
３．予定施設からの報告を受け、必要に応じて、応援職員を派遣する。

【通所型・介護型】
□予定施設は、発災直後の勤務職員の安否確認を行う。　　□勤務職員において、施設入所者の安否確認、被害状況を把握する。また必要に応じて避難誘導
を行う。　　□災害時の「職員配備体制」に従い、職員の参集、応援人材を確保する。
【子育て支援・乳幼児対応型】
□保育園においては、在園児がいる場合は、保護者への引き渡しを行う。　　□子ども家庭支援センターにおいては、利用者がいる場合は、最寄りの救援セン
ター案内する。　　□一時保育利用等で利用者が子どものみの場合は、保護者へ引渡しを行う。
【共通】
□予定施設から当班への報告　　□応援職員の派遣（必要に応じて）

2
（福1,子1）

2
（福1,子1）

2
（福1,子1）

１．社会福祉施設等に対する被害・運営状況について調査を実施する。
２．サービス事業所等に対する被害・運営状況について調査を実施する。
３．調査結果について、施設保全・避難所班及び要援護者対策班へ報告する。
４．被害結果及び福祉ニーズ等を踏まえ、社会福祉施設の早期復旧に向けた対策を企画・立案する。

□社会福祉施設等に対する調査　　□サービス事業所等に対する調査
□施設保全・避難所班及び要援護者対策班へ報告　　□社会福祉施設等の復旧対策を企画・立案

完了

8
（高2,障2,子4）

8
（高2,障2,子4）

→ 完了

着手 → →

10
福祉救
援セン
ター課

庶務班 応急・復旧
社会福祉施設等の被
害・運営状況の集約、
報告及び復旧

8
（高2,障2,子4）

8
（高2,障2,子4）

-
 
7
1
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

高齢者福祉課
障害福祉課
介護保険課
生活福祉課

西部生活福祉課
子育て支援課　保育課

インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

高齢者福祉課
障害福祉課
介護保険課
生活福祉課

西部生活福祉課
子育て支援課　保育課

ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

13
福祉救
援セン
ター課

施設保
全・避難
所班

応急・復旧
福祉救援センターの開
設及び運営支援

※本事務は、福祉救援センターの開設が決定した場合に行うものである。
１．準備態勢が整った福祉救援センター予定施設に対して、開設及び運営に必要な支援を行う。
２．下記内容について、防災無線等を活用し予定施設から当班へ報告させる。
３．予定施設からの報告を受け、必要に応じて、応援職員を派遣する。

【区立施設・協定施設】
□福祉救援センターの開設は福祉救援センター予定施設職員が行う。
□開設ができない場合は、内容・理由について庶務班に報告させる。
□施設は、開設した場合には開設日時、収容可能人数、入所条件等を庶務班へ報告する。
□福祉救援センターの運営に必要となる、食料品や生活物資等の備蓄物資、物品、運営人員について調査し、要請があった場合は、対応するよう努める。
□開設後、「開設・運営マニュアル」に従い、運営状況の記録及び報告について指導、実施する。

→ →

39
（高10,障8,子
21）

１．福祉救援センター予定施設に対して、開設に向けた準備として施設の被害状況の調査及び応急修理を実施する。
２．下記内容について、防災無線等を活用し予定施設から当班へ報告させる。
３．予定施設からの報告を受け、必要に応じて、応援職員を派遣する。

【被害状況の調査（通所型・介護型・子育て支援・乳幼児対応型）】
□予定施設は、施設利用者の安全確保後、「福祉救援センター開設マニュアル（未作成）」に従い、以下を中心に施設の被害状況の調査を行う。
　①建物の倒壊、火災等の危険がないか　　②ライフライン（水道・ガス・電気等）の状態　　③施設の状態が利用者の生命等に危険を及ぼす可能性はあるか
□予定施設から当班への報告
□応援職員の派遣（必要に応じて）

【応急修理（通所型・介護型・子育て支援・乳幼児対応型）】
□予定施設は、施設の被害状況の調査後、被害箇所について、保全措置及び応急修理を行う。
□現場の職員では応急対応ができない場合は、被害内容とあわせて区へ報告を行う。
□当班は、施設からの報告について、災対総務部営繕課に応急整備及び修繕について依頼するとともに、対応結果について報告を求める。
□予定施設は、応急修理等の結果を踏まえ、福祉救援センターとしての使用の可否について区へ報告を行う。

(2) (2) (2)

78
（高20,障16,
子42）

39
（高10,障8,子
21）

39
（高10,障8,子
21）

着手

着手 →

№11の要員が兼務

→ 完了

12
福祉救
援セン
ター課

施設保
全・避難
所班

応急・復旧
福祉救援センター開設
予定施設の被害状況
の調査及び応急修理

-
 
7
2
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

高齢者福祉課
障害福祉課
介護保険課
生活福祉課

西部生活福祉課
子育て支援課　保育課

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

高齢者福祉課
障害福祉課
介護保険課
生活福祉課

西部生活福祉課
子育て支援課　保育課

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

虐待相談について、高齢者の安否確認、状況確認を行う。

高齢者虐待に関する相談、通報があった場合に、速やかに高齢者の安否確認、常用確認を行う。

着手 → → 区民の生命、生活及び財産の保護

1 1 1

16
高齢者
福祉課

地域ケ
アグ
ループ

通常
要援護高齢者の専門

対応

17
高齢者
福祉課

地域ケ
アグ
ループ

通常
高齢者の虐待に関す
る事実確認及び立入

調査

支援困難ケースの相談があった際に高齢者総合相談センター等と連携して実態を把握する。
相談のあったケースに対し、状況を把握し対応を協議するとともに必要な支援、措置を行う。

支援困難ケースであるが、介護保険未申請等の理由で災害時要援護者に該当していない高齢者の安否、実態を把握する。
要援護高齢者の実態を把握した上で、健康、生活上、支援が必要な方に対し、高齢者総合相談センター等と連携して、必要な支援、措置を行う。

2 2 2 2

区民の生命、生活及び財産の保護

（39） No.13の要員が兼務

１．救援センター避難者及びそれ以外の福祉救援センター移送希望者について調査を行い、その結果を集約・報告する。
２．福祉救援センター入所者選定結果に基づき、通知及び移送の準備を開始する。
３．その他、地域本部・救援センター及び福祉救援センターの連絡調整を行う。

□救援センター避難者の福祉救援センター移送希望者の調査・集約　　□福祉救援センター以外の福祉救援センター移送希望者の調査・集約
□集約結果について庶務班へ報告　　□入所者選定結果の通知　　□入所者の移送に向けた連絡調整

着手 → → 完了

15
福祉救
援セン
ター課

施設保
全・避難
所班

応急・復旧
地域本部・救援セン
ターとの連携・協力

着手 → → 完了

（39） （78） （39）

１．庶務班による「福祉救援センター入所者の受け入れ」についての決定に従い、入所者の移送を実施する。
２．福祉救援センターの運営に必要な物資等の輸送を実施する。
３．移送及び輸送にあたり、必要に応じて車両を確保し、運行する。

□入所者の人数（介助者含む）、移送内容、手段（原則自力とする）等を集約し、車両が必要となる場合は、指令情報部（災対総務部）に対し、車両の手配につ
いての協議を行う。　　□なお、移送者が多い場合には、タクシー協会等による車両の借上手配についても検討する。　　□災対土木部から道路に関する情報
を収集する。　　□移送内容（人数、理由、移動内容、優先度等）に基づき、「運行管理表」を作成する。　　□運行管理表に従い、「運行指令書」を作成し、運行
を実施する。　　□運行後は運行指令書を保管する。

着手 → → 完了

14
福祉救
援セン
ター課

施設保
全・避難
所班

応急・復旧
福祉救援センターへの
入所者移送及び物資

等輸送

No.13の要員が兼務（39） （78） （39） （39）

-
 
7
3
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

6 6

知的障害者（児）の緊急一時保護に関する相談・調査・支給決定・支援を行う

・障害者自身または、障害者の家族の実態を把握し、関係機関との情報を共有することで、障害者・その家族への支援援助をできるだけ、迅速に的確に出来る
ようにする。

20
障害福
祉課

身体障
害者支
援第一・
第二
グルー
プ

通常
身体障害者福祉に係

る相談等 身体障害者の相談を受ける。

・情報提供をし、不安の減少に努める。
・障害者の置かれている現状を把握し、支援援助に繋げられることをみちびきだす。
・必要と思われる、支援援助に対して、救援センターとの連携をはかる。

21
障害福
祉課

知的障
害者支
援G

通常
心身障害者の緊急一

時保護

着手 → 区民の生命、生活及び財産の保護

1

12 12

着手 → 区民の生命、生活及び財産の保護

1

地域包括支援センターとの連絡事項のやり取り、職員入れ代わりに関する処理などの事務のうち、地域包括支援センターの被災状況の確認、安否確認、連絡
体制の確保等を行う。
地域包括支援センター業務の適切な運営及び職員の資質向上を図るため、日常的に相談対応し、情報の提供と収集とともに、助言・指導等を行う。

発災直後からなるべく速やかに施設の被災状況の確認、利用者の安否確認、包括職員との連絡体制の確保を行う。
8つの地域包括支援センターが、総合相談業務やケアマネジャーの支援を行う体制を整えるため、情報の収集・集約や発信を行う。

18
高齢者
福祉課

地域ケ
アグ
ループ

通常
老人ホームへの入所
措置及び葬祭の執行

等

該当高齢者を養護老人ホームへ入所させ、入所者が死亡した場合に必要に応じて葬祭を行う。
認知症で契約ができなかったり、虐待を受けている場合に措置として特養に入所させる。

自立度は高いものの、環境要因、経済要件により居宅生活が困難となった高齢者を老人福祉法第11条1項に基づき養護老人ホームに入所措置を行う。また既
に入所している高齢者について、死亡した場合に必要に応じて葬祭を行う。
要介護状態にあり、認知症や虐待等により契約で特別養護老人ホーム等介護施設に入所できない高齢者を老人福祉法第11条2項の規定に基づき措置し、入
所させる。

19
高齢者
福祉課

管理グ
ループ・
基幹型
センター
グルー
プ

通常
地域包括支援センター
に関する業務

→ 区民の生命、生活及び財産の保護

完了 その他着手

着手

1 1

-
 
7
4
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

12
（東6、西6）

8
（東4、西4）

医療券等の発券、レセプトの点検、医療機関等との連絡等

①参集職員による援護チームを編成し、医療機関等（指定医療機関以外も含む）からの問い合わせに対応する。
②医療券を持たずに受診した被保護者について、医療機関等へ医療扶助の支払方法を案内する。
③医療券を発券し、医療機関等へ発送する。
④集荷ができない間、近隣の郵便局へ医療券を持ち込み発送する。

24

生活福
祉課・西
部生活
福祉課

相談グ
ループ

通常 生活保護に係る相談
生活困窮者からの生活に関する相談に対応する。

生活保護の相談者はもともと生活に困窮する様々な問題を抱えていて緊急性の高いケースも少なくない。保護申請の意思を有する者に対しては、できるだけ
速やかに相談体制を整えて申請手続きを援助する必要がある。

25

生活福
祉課・西
部生活
福祉課

援護グ
ループ

通常
医療券・介護券、治療
材料券等の交付及び

点検

着手 → その他

2 2

8
（東5、西3）

8
（東5、西3）

8
（東5、西3）

着手 → → 区民の生命、生活及び財産の保護

2

発達障害者の相談を受ける。

・情報提供をし、不安の減少に努める。
・障害者の置かれている現状を把握し、支援援助に繋げられることをみちびきだす。
・必要と思われる、支援援助に対して、救援センターとの連携をはかる。

22
障害福
祉課

精神障
害者福
祉グ
ループ

通常
精神障害者・難病患者
等のサービス利用に
係る相談、支援

精神障害者・難病患者等の相談を受ける。

・情報提供をし、不安の減少に努める。
・障害者の置かれている現状を把握し、支援援助に繋げられることをみちびきだす。
・必要と思われる、支援援助に対して、救援センターとの連携をはかる。

23
障害福
祉課

発達障
害者相
談グ
ループ

通常
発達障害者の相談、

支援

着手 → → 区民の生命、生活及び財産の保護

4 4 4

着手 → → 区民の生命、生活及び財産の保護

-
 
7
5
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

30 保育課
給食指
導グ
ループ

通常 保育所等の給食・食育

→

1 2 2

保育園児への安全・安心な昼食・おやつの提供

①備蓄食材の提供　　②簡易給食の提供　　③通常給食の提供

区民の生命、生活及び財産の保護

2 3 3 3 3

→

2 3 3

→ → 完了 区民の生命、生活及び財産の保護

園舎等の小破修繕、保守・点検、機械警備等

・全保育園に児童・職員の安否状況の確認・把握　　　・全保育園の園舎の被害状況の確認・把握（園舎・設備の損傷、電気、ガス、水道の状況）
・園舎の清掃、危険物の除去　　　・復旧手配

着手

28
子育て
支援課

東部・西
部子ど
も家庭
支援セ
ンター

通常
子ども家庭支援セン
ターの管理運営

→

乳幼児の保育を行う。

①一時保育事業の再開準備に向けて職員体制を確保する。
②一時保育事業の申込み受付を円滑に行う。
③一時保育事業を通常実施する。

29 保育課
公立運
営グ
ループ

通常
区立保育所の事業運

営・庶務

着手 → → 完了

1

12
（東5、西7）

20
（東9、西11）

着手 → 区民の生命、生活及び財産の保護

1

子ども・子育て支援新制度園への運営費支弁、入園支援（保育料決定）、施設への指導等

運営を再開している子ども・子育て支援新制度園への運営費支弁を実施する。また、入園支援としての教育時間認定の子どもへの保育料の決定を行う。施設
には適切な運営ができるよう適宜指導を行う。

26
子育て
支援課

私立幼
稚園グ
ループ

通常

私立幼稚園及び外国
人学校に対する設置、
廃止及び監督等に関

すること

着手

1

私立幼稚園、子ども・子育て支援新制度園の被害状況調査

区内の私立幼稚園、子ども・子育て支援新制度園について園児の安全確認状況及び建物等の被害状況を調査・把握し、適切な支援につなげる。

27
子育て
支援課

私立幼
稚園グ
ループ

通常

私立幼稚園及び外国
人学校に対する子ど
も・子育て支援制度に
係る私立認定こども園
等に関すること

着手 → 区民の生命、生活及び財産の保護

1 1 1

→ → → 区民の生命、生活及び財産の保護

-
 
7
6
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

32 保育課
地域型
保育事
業

通常
臨時保育所に関するこ

と

→ → →

着手 →

1 1 1 1

委託事業者からの相談・問い合わせ対応、施設等の小破修繕、保守・点検、機械警備等

・園児及び職員の安否状況の確認・把握　　・施設の被害状況（園舎・設備の損傷、電気・ガス・水道の状況）の確認・把握
・施設の清掃、危険物の除去　　・復旧手配　　・施設再開の準備、必要備品・消耗品の調達　　・通常保育の実施

33 保育課 保育園 通常
園児の保育

保育園の維持管理

・保育園再開準備、必要備品・消耗品の調達　　・応急保育の申し込み受付、保育の実施決定　　・災害時応急保育の実施　　・通常保育の実施　　・全保育園
に児童・職員の安否状況の確認・把握及び保育課への連絡　　・全保育園の園舎の被害状況の確認・把握及び保育課への連絡（園舎・設備の損傷、電気、ガ
ス、水道の状況）　　・園舎の清掃、危険物の除去

→ →

乳児及び幼児の保育
施設の維持管理

完了 区民の生命、生活及び財産の保護

3 6 9 9

1

228 228

→ 完了 区民の生命、生活及び財産の保護

57 95 114

完了 区民の生命、生活及び財産の保護

9

私立保育所、地域型保育施設の運営法人や事業者、事務担当者からの運営に係る相談・質問等問い合わせ対応業務
認可外保育施設の状況把握及び届出事項の受付窓口

・園児及び職員の安否状況の確認・把握　　・施設の被害状況（園舎・設備の損傷、電気・ガス・水道の状況）の確認・把握　　・施設の清掃、危険物の除去の状
況把握　　・復旧の援助（私立保育所・地域型保育施設）　　・復旧状況の把握（認可外保育施設）　　・施設再開の準備及び必要備品・消耗品の調達の援助（私
立保育所・地域型保育施設）　　・施設再開の準備及び必要備品・消耗品の調達状況の把握（認可外保育施設）　　・通常保育の実施

着手

228 発災時間によって業務を実施

→

31 保育課

私立保
育所・地
域型保
育事業・
保育指
導グ
ループ

通常
私立保育所、地域型
保育施設、認可外保
育施設に関すること

着手 → →

-
 
7
7
 
-



- 78 -



災対衛生部

（池袋保健所）

-
 
7
9
 
-



地域保健課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

地域保健課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

地域保健課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域保健課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

6×3交替 No.2～No.4は同一要員

医療対策本部の指示に基づき、三師会に対し、医療救護班の派遣要請を行う。
また、各医療救護班に対し、活動場所等の指示、連絡調整を行う。

発災後、迅速に三師会と連絡調整を行い、緊急医療救護所及び医療救護所に医療救護班を派遣させ、円滑に医療救護活動が実施できるよう調整を継続す
る。

4 管理課
医療連
絡班

応急・復旧
医療機関の状況の集

約及び報告

着手 → → 完了

区内医療機関の被害状況や空床情報等を確認する。その上で、医療機関情報を集約し、医療対策本部に報告する。
また、透析患者のために東京都区部災害時透析医療ネットワークと連携を取りつつ、対応できる医療機関等の情報を伝達し、必要に応じて被災区域外の医療
機関への搬送体制を整備するなどの検討を図る。

発災後、すぐに災害対策本部へ参集し、区内医療機関の被害状況や空床等の情報を迅速に収集し、集約させる。
医療対策本部の判断材料を随時提供し、透析患者等も含めた医療救護体制を構築する。

（3×3交替） （6×3交替） （6×3交替） （6×3交替） No.2～No.4は同一要員

No.2～No.4は同一要員

医療対策本部の迅速な設置に向けて、災害医療コーディネーター及び三師会、医療機関との連絡調整を行う。
また、医療対策本部の円滑な運営ができるよう災害医療コーディネーター及び三師会、医療機関に対し、必要情報の提供、調整を行う。

発災後、すぐに災害対策本部へ参集し、医療対策本部の円滑な運営に向け、迅速に三師会、医療機関との連絡調整を行うようにする。
また、医療対策本部内の医療救護活動を統括・調整するために、必要な医療情報を集約・一元化し、医療救護活動に対して医学的な視点から助言する区災害
医療コーディネーターについては、特に優先的に連絡調整を行う。

3 管理課
医療連
絡班

応急・復旧
医療救護班の派遣要
請及び総合調整

着手

2 管理課
医療連
絡班

応急・復旧

区災害医療コーディ
ネーター、三師会及び
医療機関との連絡調

整

→ → → → 完了

（6×3交替） （6×3交替） （6×3交替） 6×3交替 6×3交替

→ 完了

6×3交替 6×3交替 6×3交替

着手

1 管理課
医療連
絡班

応急・復旧
人的受援要請案の作

成

3

人的受援要請案の作成

部内の人的支援の需要（専門職含む）を把握し、部の人的受援要請案を作成する。
フェーズ３までに、受援要請案の第１次案を作成し、指令情報部指令情報課受援計画班に提出する。その後も引き続き、第２次・第３次要請案作成のため、部
内の需要の把握に努める。
災害対策本部で決定した区全体の受入案に基づき、災対総務部職員課人的受援班と実務調整を行う。

※下記の業務については、災対衛生部にて東京都と人員調整を行う（業務名→担当部署）。応援を受けた場合は、災対総務部職員課人的受援班に受入れ人
数等を報告する。
○　健康・保健（保健師の派遣等）→福祉保健局保健政策部保健政策課
○　医療支援（医師の派遣等）→DMAT：福祉保健局医療政策部救急災害医療課、こころのケア：福祉保健局障害者施策推進部精神保健医療課

着手 → → → →

3 3 3 3

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班

-
 
8
0
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班

地域保健課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域保健課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域保健課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

地域保健課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

地域保健課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

9 管理課 支援班 応急・復旧
公害健康被害者の救

護

着手 →

公害健康被害認定患者の安否等の情報収集及び救護、支援を行う。

公害健康被害認定患者の安否及び健康状態等を電話や訪問により確認し、概ね１週間程度必要な救護・支援を行う。

完了

2 2 2

8 管理課 支援班 応急・復旧
医療救護及び保健衛
生に係る広報

着手 →

.医療救護及び保健衛生に係る情報を集約し、各種媒体、区組織、関係団体等を通じ、区民に情報を提供する。

災害医療に関する情報について、簡潔で分かりやすい表現を用いながら、迅速に提供する。提供の際は区民に混乱が生じないよう配慮しつつ、広報誌やホー
ムページ、メールマガジン等で工夫して伝える。

→ 完了

2 2 2 2

7 管理課
医療連
絡班

応急・復旧
応援医療救護班の受

入れ

着手 → →

医療対策本部の指示のもと、応援医療救護班（東京DMAT等）の活動内容、場所等の内部調整を行う。
また、東京都等との受け入れに関する連絡調整を行う。

応援医療救護班（東京DMAT等）の派遣要請を行い、東京消防庁との連携を促しつつ、多数の傷病者が発生した現場での医療救護活動を調整し、発災後の各
フェーズに応じて、調整を行う。

完了

（3） （3） （3） （3） No.3の要員が兼務

6 管理課
医療連
絡班

応急・復旧
緊急医療救護所、医
療救護所、医療施設と

の連絡調整

着手 → → →

緊急医療救護所及び医療救護所との連絡体制を構築し、庶務班と連携して現場の情報収集を行う。
また、災害拠点病院、救急告示医療機関、一般医療機関との連絡調整を行う。

緊急医療救護所及び医療救護所に派遣されている職員との連絡体制を迅速に構築し、医療対策本部が速やかに判断できるよう連絡体制を構築する。
また、災害拠点病院、救急告示医療機関、一般医療機関との連絡体制を構築することで、円滑な医療救護活動が実施できるよう働きかける。

→ 完了

（3） （3） （3） （3） （3） （3） No.2の要員が兼務

5 管理課
医療連
絡班

応急・復旧
緊急医療救護所、医
療救護所の開設・運営

着手 → → →

区において震度6弱以上の地震が発生したとき、又は区長が必要と認めたとき、病院の近接地（敷地内を含む）に緊急医療救護所、全地域本部に医療救護所
を設置する。

あらかじめ緊急医療救護所及び医療救護所に派遣する職員を定め、速やかに緊急医療救護所及び医療救護所を開設できるようにする。

→ 完了

96 96 96 36 36 36

-
 
8
1
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班

生活衛生課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

生活衛生課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

生活衛生課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

生活衛生課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

生活衛生課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

14
生活衛
生課

衛生指
導班

応急・復旧
環境衛生営業施設の
被災状況把握 環境衛生営業施設の状況を確認し、施設基準に適合しない施設については、営業の中止・縮小等を指導する。

区内営業施設における感染症の発生防止等、衛生上の事故を防止する。

着手 →

7 12

13
生活衛
生課

衛生指
導班

応急・復旧
救援センター等の飲料
水及び食品の衛生確
保の確認指導

着手

救援センターの炊き出し、配送弁当及びﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ入り飲料水等の衛生状況を確認し、問題があれば改善の指導等を実施する。

救援センター等における食中毒発生の防止。

→ 完了

17 9 6

12
生活衛
生課

衛生指
導班

応急・復旧
救援センター等の居住
衛生確保の確認・指導

着手

救援センター等における避難者の居住衛生状況を確認し、衛生の確保に関する指導を実施する。

救援センター等の避難者の衛生的な居住環境を確保する。

→ 完了

17 9 6

11
生活衛
生課

生活衛
生班

応急・復旧
遺体収容所の消毒及
び消毒指導等

着手 →

遺体収容所の消毒及び消毒指導等

遺体収容所を定期的に巡回し、遺体収容所の消毒及び消毒指導等を実施する。

→ →

2 2 2 2
遺体の収容、搬送、引渡し及び仮埋葬：土木24

遺体収容所の開設・運営：30（総務部4、地域防災部2、衛生部
2、地域配備職員22）

10
生活衛
生課

生活衛
生班

応急・復旧
救援センターにおける
同行避難動物の適正

飼養の指導

着手

救援センター開設標準マニュアルによれば、救援センターにペットを受け入れる場合、救援センターにおけるペットの世話は、飼い主が責任を持って行わなけれ
ばならない（飼い主責任の原則）とされているが、排泄物の処理をはじめ、飼育環境を清潔に保つよう、注意喚起を行う。

救援センターには、動物に対するアレルギーを有する人や、動物嫌いの人も避難してくるため、ペットを原因としたトラブルが生じないよう、ペットを飼育していな
い避難者に配慮をするとともに、ペットの健康と安全を確保するための措置を講じるなど、飼い主には、平常時以上に適正な飼育管理をするための努力が求め
られるため、排泄物の処理をはじめ、飼育環境を清潔に保つように飼い主に注意喚起を行う。

→ 完了

3 3 3

-
 
8
2
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班

生活衛生課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

生活衛生課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

生活衛生課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

生活衛生課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

生活衛生課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

19
生活衛
生課

医薬指
導班

応急・復旧
医薬品及び医療資器
材の確保及び搬送

着手

医薬品及び医療資器材の確保及び搬送について、災害薬事センターに対して状況確認する。

災害薬事センターにおいて、必要な医薬品及び医療資器材を確保と搬送を行う。

→ 完了

2 2 2

18
生活衛
生課

医薬指
導班

応急・復旧
災害薬事センターとの

連絡調整

着手

災害薬事センターにおける医薬品の備蓄状況を確認する。

必要な医薬品の供給を可能にするため、災害薬事センターにおいて、医薬品を確保する。

→ 完了

2 2 2

17
生活衛
生課

衛生指
導班

応急・復旧
食品衛生協会との協

力体制

着手

①食品衛生協会に所属する食品事業者の状況把握についての依頼
②防災協定に基づく炊き出し等の衛生指導

協会に所属する食品事業者の営業施設及び防災協定に基づく炊き出し行為の衛生状況を把握し、食中毒の発生を防止する。

→ 完了

1 1 1

16
生活衛
生課

衛生指
導班

応急・復旧
食品衛生営業施設の
被災状況把握 事業者の営業施設を確認し、施設基準に適合しない施設については、営業の中止、縮小等を指示する。

営業施設の衛生状況を把握し、食中毒の発生を防止する。

着手 →

7 12

15
生活衛
生課

衛生指
導班

応急・復旧
冠水地域等の衛生確
保の確認指導

着手

冠水地域等における衛生の確保について、消毒方法等の確認指導を実施する。

冠水地域等における消毒方法等を指導することにより、感染症の発生を防止する。

→ 完了

16 1 1

-
 
8
3
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班

生活衛生課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

生活衛生課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

健康推進課
長崎健康相談所

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

健康推進課
長崎健康相談所

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

23
健康推
進課

保健活
動班

応急・復旧
救援センター等の巡回
健康相談、感染症の

拡大防止

着手 →

救援センターを巡回し、避難している被災者の健康相談（希望者や要観察者等）をおこなう。妊産婦、乳幼児については避難している者全ての状況を確認し、必
要な支援を行う。また、センターの集団としての健康状態（食事、生活活動、口腔衛生）、感染症の発生状況を確認し、必要に応じて保健指導や健康教育を行
う。救援センター及び地域住民の災害後の保健衛生ニーズの把握、分析、対策立案を行う。
救援センター等での感染症発生状況を把握し、感染拡大を防止する。
特定備蓄食料、口腔衛生用品の管理情報の把握及び設置支援

・初動健康相談チームの編成を発災１日～３日に行い、要請のあった救護センターへの支援活動を開始する。
・巡回により救援センターの健康相談を順次開始し、その後仮設住宅等に巡回活動を移行する（健康調査、栄養補給対象者、口腔衛生管理等）。
・巡回健康相談から感染症流行状況を把握し、衛生材料の確認と不足物品の配布を行う。
・手洗い励行・咳エチケット・口腔の清潔保・トイレや炊事場の使い方など拡大防止策を指導し、重篤な疾患や隔離が必要な場合には医療機関受診を調整す
る。

→ →

38 38 38 38
【内訳】全体調整2名
1チーム3名（保健師2名+栄養士または歯科衛生士1名）×12
チーム＝36名

22
健康推
進課

保健予
防班

応急・復旧
災害時関連疾患や感
染症予防対策

着手 →

№23の救援センター巡回で把握した情報を整理し、災害関連疾患や感染症予防するために必要な健康指導及び健康情報の周知行う。

災対衛生部の他班と連携し、避難者等の感染症発生状況、健康状態を把握し、情報を整理する。
整理した情報をもとに、災害関連疾患や感染症予防に必要な対策（水分摂取・睡眠の確保・手洗い励行・衛生管理など）について指導及び周知を行う。

→ →

5 5 5 6

21
生活衛
生課

医薬指
導班

応急・復旧
診療所、薬局の被災

状況把握

着手 →

診療所、薬局等の被災状況について情報収集する。

診療所、薬局等を必要とする区民に対して、稼働状況等の情報提供を可能にする。

→ 完了

2 2 2 2

20
生活衛
生課

医薬指
導班

応急・復旧
毒劇物を所有する施
設の被災状況把握

着手 → → 完了

毒物劇物営業者からの事故報告（毒物劇物取締法第16条の２）を受理し、被災状況を把握する。必要に応じて、営業者への状況確認や関係機関（厚生労働
省、東京都、警察署、消防署）と連絡をとり、状況把握を行う。

被災状況を把握し、保健衛生上の危害が生ずるおそれがあるときは、毒物劇物営業者において危害を防止するために必要な応急の措置を講じる。

2 2 2 2

-
 
8
4
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班

健康推進課
長崎健康相談所

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

健康推進課
長崎健康相談所

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

11

都立大塚病院における平日準夜間の小児救急診療業務委託事務

緊急医療救護所が閉鎖し、また、医療救護所においても医療救護活動の目途が立ち次第、すみやかに平日準夜間の小児救急診療業務が開始できるよう、医
師会及び都立大塚病院に働きかける。

池袋（内科・歯科・調剤）、長崎休日診療所の診療業務委託事務

緊急医療救護所が閉鎖し、また、医療救護所においても医療救護活動の目途が立ち次第、すみやかに休日診療所が開設できるよう、三師会に働きかける。

1 1

着手 → 区民の生命、生活及び財産の保護

26
地域保
健課

管理グ
ループ

通常
休日診療所の管理運

営

27
地域保
健課

管理グ
ループ

通常
平日準夜間小児初期
救急診療事業の管理

運営

・特定備蓄食料の質・量ともに適正な保管と管理状況の把握　　　・配給対象者の被災状況の把握と備蓄食品の適正配布支援
・救援センターにおける備蓄食品の検討と避難者への栄養指導　　　・乳幼児や在宅療養者への栄養補給の支援
・救援センター避難者の食事の配給に関する栄養面の状況把握や指導に関する業務
・救援センター等の巡回歯科相談に関する業務（感染症予防の普及啓発含む）　　　・在宅療養者への巡回歯科相談に関する業務　　　・巡回歯科相談に関す
る業務

・補給対象者の把握（食物アレルギー・糖尿病・低栄養患者等）　　・特定備蓄食品の在庫状況の把握　　・配給手段・配給量の決定
・巡回健康相談に伴う特定備蓄食品の配給　　・救援センターにおける栄養指導　　・歯科医師会との連絡調整　　・周辺歯科医療機関の患者受け入れ情報収
集
・歯科医療機関の整理と発信　　・巡回歯科相談用帳票準備　　・巡回歯科診療車による診療準備、確認、依頼　　・ポータブルによる診療準備、確認、依頼
・救援センター毎の状況に応じた口腔衛生用品の設置支援　　・救援センターにおける歯科保健指導

着手 → 区民の生命、生活及び財産の保護

25
健康推
進課

保健活
動班

応急・復旧
乳幼児や在宅療養者
への栄養補給及び口
腔衛生の支援

14 14 14

着手 → → →

18（3人×6
チーム）

18（3人×6
チーム）

18（3人×6
チーム）

18（3人×6
チーム）

24
健康推
進課

保健活
動班

応急・復旧
在宅療養者への巡回
健康相談及び療養継

続支援

着手 → →

事前に把握している在宅療養者（腎透析、人工呼吸器装着、難病、妊娠後期、新生児、精神疾患など）について、優先順位の高い順に訪問、連絡等の安否確
認を行い、必要に応じて、支援・指導を行う。救援センターの巡回により得た情報と突合させ、情報の更新を行う。

発災から２４時間以内に人工呼吸器装着者の安否確認を行い、その後順次難病患者、人工透析患者、精神障害者等の安否確認・支援を行う。
・医療、福祉サービスの提供が回復する間、支援が必要な在宅療養者への巡回療養在宅支援を行う。

→ 完了

2 14

-
 
8
5
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

健康推進課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

No.22と同一要員

感染症法に基づく届出
結核排菌患者の入院手続き
結核患者の入院勧告・医療費公費負担等に関する診査会

結核の患者を診断した医師からの届出を受理する。
排菌している結核患者が発生した場合、72時間以内に入院患者本人に説明し、意見を述べる機会を付与する。
排菌している結核患者が発生した場合、72時間以内に入院継続の可否について協議会に諮問する。

30
地域保
健課

公害保
健グ
ループ

通常
公害保健福祉及び予

防事業 【認定患者宅への訪問等による療養相談及び療養指導】
職員が公害健康被害認定患者の安否及び健康状態等について、訪問や電話により把握する。区内在住の認定患者で障害程度の重い認定患者、ひとり暮らし
で高齢の認定患者、直接訪問により状況確認が必要な認定患者等は保健師が訪問により、健康状態や療養の状況を把握し、必要な療養指導を行う。そのうえ
で、認定患者に必要な他課や他制度の紹介、地域包括支援センター等との連携により、健康な日常生活を支援する。区外在住の療養指導が必要な認定患者
は、保健師が電話により療養指導を行い、患者に必要な機関に協力を依頼する。
【呼吸器疾患がある患者対象に健康相談実施】
気管支ぜん息や慢性閉塞性肺疾患等の呼吸器疾患がある患者対象に、電話や面接により保健師による健康相談を行い、必要な治療や療養の指導を行う。そ
のうえで、相談者に必要な他制度等を紹介する。

31
健康推
進課

感染症
グルー
プ

通常
結核の感染症法に基

づく対応

着手 → → →

(1) (1) (1) (2)

(2)

認定患者宅への訪問等による療養相談及び療養指導
呼吸器疾患がある患者対象に健康相談実施

着手 → 区民の生命、生活及び財産の保護

2

2 2 2

障害者、高齢者在宅歯科診療に関する業務
健診センター運営に関する業務

・あぜりあ歯科診療所の運営に際して、人員の確保や事業に必要な機材、訪問手段が整い次第、被災で入れ歯などをなくされた方や欠損された方の早急な修
復作業を担っていただく。
・豊島健康診査センターは区民の健康診断を実施するほか、医療機関からの依頼で、CTやMRI検査を実施している。発災当時は、拠点病院を中心とした救護
活動が行われるが、拠点病院で受け入れ状況により、CTやMRI検査を早急に実施したい患者がいた場合、医師からのオーダーで健診センターでの画像撮影
が対応できるよう、設備点検、人員確保などを行っておく。

フェーズ5はNo.9と同一要員

29
地域保
健課

保健事
業グ
ループ

通常
口腔保健センター、豊
島健康診査センターの

運営

28
地域保
健課

管理グ
ループ

通常
保健所施設の安全確
認及び利用者保護 保健所施設維持管理業務

区の保健衛生の拠点となる保健所施設に災害による影響がないか点検し、利用者保護を実施する。

着手 → → 区民の生命、生活及び財産の保護

着手

2 2

完了 インフラ・施設維持

-
 
8
6
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
No. 災対課 災対班

必要人数

業務の内容

業務目標

32
健康推
進課

精神保
健グ
ループ

通常
精神障害者の医療保
護入院区長同意、地
域精神保健福祉対策

(1) (1) (1) (1) No.22と同一要員

保護者同意依頼書受理、区長同意書発行送付、同意解除受理
精神障害者等に関する一般人、警察官、病院管理者からの申請、通報、届出の処理

本人の医療及び保護のために入院が必要と判断されている医療保護入院患者に対し、家族等がいない場合は、首長の同意として速やかな手続きが必要とな
るため。
警察官が、精神障害者で自傷・他害のおそれがあると判断し、精神保健指定医の診察を受けさせる必要があると判断した場合、保健所を経由して手続きをす
る。

着手 → → → 区民の生命、生活及び財産の保護

-
 
8
7
 
-



- 88 -



災対都市整備部

（都市整備部）

-
 
8
9
 
-



地域まちづくり課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

都市計画課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

都市計画課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

住宅課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

総数：8
（企画：3、防災危機管理：2、都市計画：3）

着手

28

・応急仮設住宅建設予定の公園（１２公園）について公園緑地課と連携し、建設可能と判断した場合に、応急仮設住宅建設地を都に提供。都が建設し、区は監
理などを協力
・みなし応急仮設住宅については関係団体と連携

・公園緑地課と連携し応急仮設住宅建設予定地および建設戸数を確認する。
・公営住宅の空き家提供に向けて準備する。
・民間賃貸住宅の提供に向けて準備する。

震災復興本部準備室、震災復興本部の設置
震災復興基本方針の策定

3日以内に震災復興本部準備室、1週間以内に復興本部を立ち上げ、区民に向けた復興へのメッセージを発信する。
震災復興基本方針案を作成し、関係各課と検討を進める。

着手 → →

人的受援要請案の作成

部内の人的支援の需要（専門職含む）を把握し、部の人的受援要請案を作成する。
フェーズ３までに、受援要請案の第１次案を作成し、指令情報部指令情報課受援計画班に提出する。その後も引き続き、第２次・第３次要請案作成のため、部
内の需要の把握に努める。
災害対策本部で決定した区全体の受入案に基づき、災対総務部職員課人的受援班と実務調整を行う。

※下記の業務については、災対都市整備部にて東京都と人員調整を行う（業務名→担当部署）。応援を受けた場合は、災対総務部職員課人的受援班に受入
れ人数等を報告する。
○　都市復興基本計画策定のための家屋被害状況調査→都市整備局市街地整備部企画課
○　被災建築物応急危険度判定（民間住宅等）→都市整備局市街地建築部建築企画課
○　被災宅地危険度判定→都市整備局市街地整備部区画整理課
○　応急仮設住宅等の供与に係る業務→都市整備局住宅政策推進部住宅政策課・不動産業課、都市整備局都営住宅経営部指導管理課・住宅整備課
○　応急修理に係る業務→都市整備局住宅政策推進部住宅政策課・マンション課

4
建築住
宅課

住宅班 応急・復旧
応急仮設住宅の設営

及び管理

28 28

2
都市計
画課

都市計
画班

復興
震災復興本部準備
室、震災復興本部の

設置

完了

28

3

→ →

4 4 4 4 4

着手 → →

→ → → →

3 3 3 3

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 2週間～1か月3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間

1
都市計
画課

都市計
画班

応急・復旧
人的受援要請案の作

成

3
都市計
画課

都市計
画班

復興
都市復興基本方針・都
市復興基本計画の策

定

着手

・都市復興基本方針の策定（1週間～2週間）　　　　・都市復興基本計画の策定（１か月～6か月）
・都市復興事業計画等の策定（6か月～1年）　　　　・都市復興事業の推進（1年～）

→ →

3 7 7

2週間を目途に都市復興基本方針を策定する。これに基づき6か月を目途に震災復興基本計画を策定し、円滑に震災復興事業を推進する。

-
 
9
0
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 2週間～1か月3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間
住宅課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

住宅課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

建築課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

建築課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

・発災後、災害対策本部に参集し、参集職員による調査チームを編成し、28団地、497戸の入居者及び住宅の被害状況を調査及び把握する。内福祉住宅14団
地242戸は、生活協力員（援助員）から電話で被害状況を把握する。建物の被害により居住できない住宅の居住者を当座は避難所を案内する。その後、希望者
に応急仮設住宅を案内する。(応急復旧業務）被災住宅について、施設課への依頼または復旧業者の手配を実施する。居住可能か否かの判断は、被災建築
物応急危険度判定員の判定による。ライフラインが復旧していない間、飲料水、食料、備蓄簡易トイレ等の提供を依頼する。高齢者福祉課、生活福祉課、社会
福祉協議会等と連携し、高齢者、生活保護受給者に対する日常生活の支援を依頼する。
・区営住宅等の空き家提供に向けて準備する。
・区営住宅等の応急修理をする。

→ 完了

16 16 16 16

8
建築住
宅課

建築班 応急・復旧
住宅建築の相談及び
苦情処理、被災住宅
の応急修理の相談

着手 →

フェーズ2(３時間～１日目)：開設準備責任者を３名程度指名する。
フェーズ3(１日目～3日目)：３人体制で相談場所の選定・確保、相談員の招集を行い、体制が整い次第、相談及び苦情処理の業務を行う。
フェーズ6(２週間～１か月)：開設期間を概ね１か月として業務を実施する。

→ 完了

3 3 3 3 3

住宅建築、被災住宅の応急修理の相談及び苦情処理に関する窓口を開設する。

→

7
建築住
宅課

建築班 応急・復旧
建築物、崖崩れ等災
害復旧の技術指導

着手 → →

フェーズ2(３時間～１日目)：開設準備責任者を２名程度指名する。
フェーズ3(１日目～3日目)：相談場所の選定・確保、相談員の招集を行い、体制が整い次第、３人体制で相談・技術指導業務を行う。
フェーズ6(２週間～１か月)：開設期間を概ね１か月として業務を実施する。

→ 完了

2 3 3 3 3

建築物、崖崩れ等災害復旧のための相談窓口を開設し、設計者・建設業者等に対する建築基準法に基づく相談及び技術指導を行う。

6
建築住
宅課

住宅班 応急・復旧
区営住宅（区管理住
宅）等の管理

着手

・区営住宅等の被災状況の確認（入居者も含む。）
・区営住宅等の空き家の提供
・区営住宅等の応急修理

→

16 16

→ →

5
建築住
宅課

住宅班 応急・復旧
応急仮設住宅の入居

者の選定

・応急仮設住宅やみなし応急仮設住宅の提供戸数を把握する。
・応急仮設住宅等の募集の広報及びＰＲをする。
・応急仮設住宅等の抽選及びあっせんを行う。

着手 →

20 20

都と協力し、応急仮設住宅や、みなし応急仮設住宅（民間借上げ）の募集・入居者選定及びあっせんを行う。

-
 
9
1
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 2週間～1か月3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間
建築課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

建築課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

区有施設の応急危険度判定：総務部25～27名
被災建築物の応急危険度判定：都市整備部7～13名

11
地域ま
ちづくり
課

事業企
画グ
ループ

通常
従前居住者用住宅の

管理運営

着手

アゼリア東池袋施設維持管理業務、入居者家賃、ケア、協力員報酬事務

参集職員により、入居者及び住宅の被害状況を調査及び把握する。建物の被害及びライフラインの停止により居住できない住宅の居住者は当座は救援セン
ターを案内する。その後、必要に応じ応急仮設住宅を案内する。建物の被災状況により、施設整備課へ依頼または復旧業者の手配を実施する。居住可能か否
かの判断は、被災建築物応急危険度判定員の判定による。ライフラインが復旧していない間、飲料水、食料、備蓄簡易トイレ等の提供を依頼する。高齢者福祉
課、生活福祉課、社会福祉協議会等と連携し、高齢者、生活保護受給者に対する日常生活の支援及び必要なケアを依頼する。

→ → 区民の生命、生活及び財産の保護

2 2

→ →

（税務課） （税務課） (1)

3 3 3 2

→ → →

地震や水害等の自然災害で被害を受けた建物に対して、支援金の支給や災害保険の認定、被害者生活再建支援法の適用等を申請するために自治体が発行
する罹災証明が必要となる。この罹災証明を発行するために、被災地の全住家の被害状況を確認する調査を行い、全壊、半壊等の被害区分を判定する。

→

地域防災部：最大300名
都市整備部：2名

フェーズ4・5はNo.9の要員が兼務可能

建築住
宅課

建築班 応急・復旧
被災建築物の応急危

険度判定

着手 →

着手 →

10
建築住
宅課

建築班 応急・復旧 住家等の被害認定

フェーズ１（～3時間）建築課長は、予め定められた震度以上の地震が発生した場合、3時間以内に実施本部を立ち上げる。
フェーズ２（～1日以内）①情報収集
フェーズ３（～3日目）：区有施設以外の救援センター等を区職員の判定員により判定の実施。
②判定実施要否を決定し、実施要と判断した場合、都へ支援要請を行い、③判定実施計画を策定　④実施本部体制の整備　⑤判定員の収集　⑥判定員の輸
送、宿泊所の手配（判定員とともに都へ支援要請）
フェーズ４（～1週間）⑦判定の実施　⑧判定結果のとりまとめ（都へ報告）及び活用
フェーズ５（～2週間）：フェーズ４引き続き
フェーズ６（～3週間程度）フェーズ４引き続き、発災後16日後で判定終了　⑧実施本部業務の終了（都へ報告）
※1チーム2名で60ﾁｰﾑ（120名、6班）を4陣、実働2.5日40棟、60ﾁｰﾑ×40棟×4陣＝9,600棟、判定コーディネーター豊島区職員常時2名（5班に1名担当）
※参考：「実施本部業務マニュアル」（全国被災建築物応急危険度判定協議会）

→ 完了

8 7 11 11 13

(1) 2

「豊島区住家被害認定調査計画」（区民部税務課所管）により地域防災部管理課が行う以下の業務のうち、応急危険度判定との調整及び調査等を行う。
フェーズ１～３（～2日目）：情報収集、派遣要請人員等の算定
フェーズ３～４：当初スケジュールの作成、具体関調査方針・内容の決定、被災者支援システム稼働準備
フェーズ５：調査計画書の作成、応急危険度判定との調整、調査実施体制の確認・準備
フェーズ６（発災後3週目）：第1次（外観）調査開始
（発災後5週目1か月）：罹災証明書の交付開始、第2次（内部）調査受付実施

9

地震による被災直後において、余震等による二次被害を防止するため、被災した住宅について調査判定し、調査結果を（危険度ランク別ステッカー）を建物に掲
示する。
建築課長が実施本部を立ち上げる（都へ連絡）。実施本部業務①情報収集　②判定実施要否の決定（都へ報告、支援要請）　③判定実施計画の策定（都へ通
知）　④実施本部体制の整備　⑤判定員の収集　⑥判定員等の輸送、宿泊所の手配（判定員とともに都へ支援要請）　⑦判定の実施　⑧判定結果の取りまとめ
（都へ報告）及び活用　⑧実施本部業務の終了（都へ報告）

→ →

9

-
 
9
2
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 2週間～1か月3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標 参集職員により、みなし応急仮設住宅への入居について、提携団体と連携し入居希望者の支援を行う。

着手 完了 インフラ・施設維持

14 住宅課
相談グ
ループ

通常 住宅情報の収集・登録

13 住宅課
相談グ
ループ

通常 安心住まい提供事業

着手

公益社団法人東京都宅地建物取引業協会豊島区支部、公益社団法人全日本不動産協会豊島文京支部などと連携し、事業に協力する不動産店リストの作
成、提供を行う。

取り壊し等による立ち退きにより、住宅確保に緊急を要する高齢者等に区の借り上げアパートを提供する。

参集職員および委託契約事業者と２２棟の入居者および被害状況を調査する。居住ができない入居者に対しては、一旦避難所に避難していただき、その後、
希望者には応急仮設住宅（みなし応急仮設含）を案内する。※居住可能かどうかの判断は被災建築物応急危険度判定員の判定による。ライフラインが復旧す
るまでの間、飲料水、食糧、備蓄、簡易トイレなどの提供を救援センターに依頼する。また、高齢者福祉課、生活福祉課等関係機関と連携していく。

→ 完了 区民の生命、生活及び財産の保護

20 20

10 10

まちづくり施設の維持管理

参集職員により、まちづくり施設の被害状況を調査及び把握する。建物の被災状況により、施設整備課へ依頼または復旧業者の手配を実施する。
利用可能か否かの判断は、被災建築物応急危険度判定員の判定による。利用不可の場合は閉鎖する。

→ → インフラ・施設維持

2 2

20 20 20 20

着手

→ → →

3

→ → →

12
地域ま
ちづくり
課

事業企
画グ
ループ

通常
まちづくり施設（まちづ
くりセンター、辻広場
等）の維持管理

4 4 4

-
 
9
3
 
-



- 94 -



災対土木部

（土木担当部）

-
 
9
5
 
-



土木管理課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

土木管理課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

土木管理課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

土木管理課
道路整備課

その他

必要人数

業務の内容

業務目標

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目
フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5

3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月発災～3時間 3時間～1日目

発災直後から道路上の障害物除去作業及び道路施設等の保全・復旧に必要な資器材を調達および補給する。

2 2 2 2

→ →

気象、水位、流量等の情報および資料収集を迅速に行う。

気象、水位、流量等の情報及び資料の収集を行う。
現地調査を行う。
水防活動に必要な情報および資料の取りまとめを行い、関係課に報告する。

担当課
（事前対策を含む）

類型

発災直後より資器材保管庫の被災状況を把握し、必要な資器材を確認する。
土木担当部が所有する資器材と協定に基づき豊島土木防災協会保有の資器材建設機械を調達及び補給する。
災対土木部工事課と連携を図り必要な資器材を支給する。

着手 → → → →

2 2 2

→ → →

2 2 2 2 2

人的受援要請案の作成

2

→ →

2 2

1 管理課 庶務班 応急・復旧
人的受援要請案の作

成 部内の人的支援の需要（専門職含む）を把握し、部の人的受援要請案を作成する。
フェーズ３までに、受援要請案の第１次案を作成し、指令情報部指令情報課受援計画班に提出する。その後も引き続き、第２次・第３次要請案作成のため、部
内の需要の把握に努める。
災害対策本部で決定した区全体の受入案に基づき、災対総務部職員課人的受援班と実務調整を行う。

※下記の業務については、災対土木部にて東京都と人員調整を行う（業務名→担当部署）。応援を受けた場合は、災対総務部職員課人的受援班に受入れ人
数等を報告する。
○　道路・橋梁等応急復旧→建設局災害対策本部、第四建設事務所災害対策本部

2 管理課 庶務班 応急・復旧
資器材の調達及び補

給

着手

→ → 完了

3 管理課 調査班 応急・復旧
水防機関及び水防団

体との連絡

着手

2 2

4 管理課 調査班 応急・復旧
水防活動に必要な気
象、水位、流量等の情
報及び資料の収集

着手 →

水防機関及び水防団体との連絡調整を行い、水防被害状況の情報収集を実施する。
必要な情報を関係課へ報告する。

水防機関及び水防団体との正確な連絡、報告を遂行する。

2 2 2 2

→ →

-
 
9
6
 
-



No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目
フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5

3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月発災～3時間 3時間～1日目

担当課
（事前対策を含む）

類型

道路整備課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

道路整備課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

道路整備課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

公園緑地課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

公園緑地課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

→ → →

土木施設等の被害状況の調査及び報告を行う。

5 工事課 管理班 応急・復旧
土木施設等の被害状
況の調査及び報告

着手

災害土木部（庶務班・調査班）の報告を受けて、復旧業務が完了するまで継続する。

→ →

12 12 12 6 4 4

区民、関係機関等からの被害状況の情報を収集する。
土木施設等の被害状況を調査する。必要に応じて被害現場の安全確保及び道路通行の確保を目的に工事課へ連絡する。
被害状況の取りまとめを行い、関係課へ報告する。

土のう、スコップ、防水シート等水防資器材の保管・備蓄状況を確認に工事班と共有する。
調査班より、神田川施設等の被害状況の報告を受け、水防作業に必要な措置を行う。

6 工事課 管理班 応急・復旧
水防作業の指導及び
備蓄水防資器材の管

理

着手 → →

完了

災害土木部（庶務班・調査班）の報告を受けて、復旧計画を一週間以内に策定する。

→ 完了

2 2 2 2 2

緊急道路障害物除去路線を中心に復旧計画を立てる。

4

7 工事課 管理班 応急・復旧
道路、橋梁等の災害
復旧計画の策定

着手 →

→

8 工事課 管理班 応急・復旧
公園、児童遊園等の
災害復旧計画の策定

4 4

4 4

着手

完了

・公園、児童遊園等の安全確認をする。危険な箇所がある場合は、立入禁止等の措置を実施し、利用者の安全を確保する。
・池袋駅周辺の公園は、帰宅困難者が一時的に留まる場所（一時待機場所）となるため、安全確認及び閉鎖時には開錠を行う。

→ 完了

4 4 4

→

災対土木部（調査班）の報告を受けて、被害施設の復旧計画を一か月以内に策定する。

調査班からの報告を受けて、被害施設の復旧計画を策定する。

9 工事課 管理班 応急・復旧
公園、児童遊園等の
安全確認及び一時待
機場所の確保

着手

16 16

公園、児童遊園等の安全確認及び一時待機場所の確保

-
 
9
7
 
-



No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目
フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5

3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月発災～3時間 3時間～1日目

担当課
（事前対策を含む）

類型

道路整備課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

公園緑地課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

道路整備課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

道路整備課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

施設内における応急整備等を速やかに行う。
発災における停電復旧直後より施設の確認、復旧作業を行う。

調査班・管理班からの調査報告等を受けて、応急整備および復旧作業を行う。
停電復旧後の園灯が点灯する時間帯に現場確認を行い、必要に応じて復旧作業を行う。

11 工事課 工事班 応急・復旧
公園、児童遊園等の
応急整備及び災害復

旧

→

→

災対土木部（調査班・管理班）の報告を受けて、復旧業務が完了するまで、継続する。

→ →

12 12 12 12

12

調査班・管理班からの調査報告を受けて、緊急道路障害物除去路線の路面の陥没や亀裂等、損傷した道路の応急復旧作業を行う。

→ →

12 12

10 工事課 工事班 応急・復旧
道路、橋梁等の応急
整備及び災害復旧

着手 →

→

12 工事課 工事班 応急・復旧 水防作業

12 12

着手

着手

着手 → →

災対土木部（調査班・管理班）の報告を受けて、復旧業務が完了するまで継続する。

4 4 4

完了

災対土木部（調査班・管理班）の報告を受けて、復旧業務が完了するまで継続する。

神田川等の河川施設の被害状況（調査班・管理班より報告）に応じて、
区内に浸水被害等が発生した場合は、水中ポンプ等使用して水防活動を行う。

13 工事課 工事班 応急・復旧
障害物、土砂等の除

去

→ →

12 12 12 12 12

調査班・管理班からの調査報告を受けて、緊急道路障害物除去路線の障害物、土砂等の除去作業を行う

-
 
9
8
 
-



No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目
フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5

3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月発災～3時間 3時間～1日目

担当課
（事前対策を含む）

類型

道路整備課
公園緑地課

その他

必要人数

業務の内容

業務目標

道路整備課
公園緑地課

各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

道路整備課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

遺体の収容、搬送、引渡し及び仮埋葬：土木24
遺体収容所の開設・運営：30（総務部4、地域防災部2、衛生部

2、地域配備職員22）

発災後速やかに実施する。

関係機関への協力依頼、車両の手配、機械器具の借上げ等の方法を講じる。
14 工事課 工事班 応急・復旧

遺体の収容、搬送、引
渡し及び仮埋葬

着手 →

→

災対土木部（庶務班・調査班）の報告を受けて、復旧作業が完了するまで継続する。

→ 完了

24 24 24 24

4

調査班からの報告を受けて、被害箇所の復旧やその他の災対土木部の業務に必要な職員数を調整し、割振り等を行う。
調査班からの報告を受けて、被害箇所の復旧やその他の災対土木部の業務に必要な業者の手配をする。

→ →

4 4

15 工事課 工事班 応急・復旧
災害対策に必要な労

務の供給

着手 →

完了

16 工事課
管理班・
工事班

応急・復旧 風水害対策

4 4

台風など災害が懸念される期間について実施する。

集中豪雨・台風による水害の防止、抑制を目的とした土嚢の配布、ポンプによる排水活動
降雪時における除雪作業及び融雪作業

17
土木管
理課

調整グ
ループ

通常
道路工事調整協議会

の開催

着手 →

32 32 32

着手 →

必要に応じて個別道路工事調整協議会の開催

各インフラ復旧工事に対し連絡調整を図り、被災状況の把握及び情報収集を行う。
計画的な工事調整を行うことで、緊急車両のルート確保と道路復旧の両立を図る。

→ → インフラ・施設維持

4 4 4 4

-
 
9
9
 
-



No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目
フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5

3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月発災～3時間 3時間～1日目

担当課
（事前対策を含む）

類型

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

18
土木管
理課

調整グ
ループ

通常
被災宅地の危険度判

定

着手 → → 区民の生命、生活及び財産の保護

2 2 2 30 30 30

→ → →

被災宅地の危険度判定

地震発生後、二次被害防止のために、宅地の危険度判定を行う。

着手 →

公園等の清掃(トイレ含む)に関する管理委託の監督業務

19
土木管
理課

占用グ
ループ

通常
道路、区有通路及び河
川の占用の許可 当該土地に工作物、物件又は施設を設け、継続して使用しようとする者の申請に対して許可する業務。業務は紙申請の場合とオンライン申請の二種類がある。

各インフラ復旧工事に対し道路占用の受付を行い、ライフラインの早期の復旧を図る。

インフラ・施設維持

7 7

・災対土木部からの情報収集、職員による調査で全公園の被災状況、避難場所としての利用状況を把握する(発災～3日目)。
・各委託業者と業務復帰計画を協議する(3日目～2週間)。
・各公園に当面必要な清掃業務を選定する(3日目～1週間)。
・清掃委託業務可能な箇所の委託を再開する、業務を行えないが必要なところは災対土木部と協議し対応する(1週間～)。

着手 → インフラ・施設維持

20
公園緑
地課

公園管
理事務
所

通常 公園等の維持管理

2 2

-
 
1
0
0
 
-



出納部

（会計管理室）

-
 
1
0
1
 
-



会計課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

会計課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

会計課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

指定金融機関と調整し、災害対策に必要な現金の出納を行う。

指定金融機関と調整し、支出可能な現金を確保する。支払通知書を作成し、指定金融機関を通じ現金の払い出しを1日以内に完了する。

災害対策に必要な支出負担行為の確認
支出命令の審査及び執行

災害時に優先される業務を継続維持するために必要な現金等の支出に係る支出負担行為の確認、審査及び執行を1日以内に完了する。

4 会計課
出納グ
ループ

通常 支払の通知

着手 完了

支出に必要な支払通知を作成し、指定金融機関へ提出する。

システムの状況を確認し、使用できない場合は手書きで対応する。

その他

(2) (2) No.3の要員が兼務

3 出納課 出納班 応急・復旧
災害対策に必要な現
金の出納保管

着手 完了

2 出納課 庶務班 応急・復旧

災害対策に必要な支
出負担行為の確認、
支出命令の審査及び

執行

2 2

2 2

完了着手

1 出納課 庶務班 応急・復旧
人的受援要請案の作

成

2

人的受援要請案の作成

部内の人的支援の需要（専門職含む）を把握し、部の人的受援要請案を作成する。
フェーズ３までに、受援要請案の第１次案を作成し、指令情報部指令情報課受援計画班に提出する。その後も引き続き、第２次・第３次要請案作成のため、部
内の需要の把握に努める。
災害対策本部で決定した区全体の受入案に基づき、災対総務部職員課人的受援班と実務調整を行う。

着手 → → →

2 2 2

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

-
 
1
0
2
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

各課が使用する全庁共用金庫室の管理を行う。

電源の状況を確認し、金庫室内のキーボックスが使用可能か確認する。
キーボックスが使用できない場合もしくは使用可能者が不在の場合に各課金庫が使用できるよう、スペアキーを用意し管理する。

その他

1 1

7 会計課
出納グ
ループ

通常
全庁共用金庫室の管

理

着手 完了

6 会計課
出納グ
ループ

通常
指定金融機関との調

整

着手 完了

収入支出業務に関し、指定金融機関との調整を行う。

指定金融機関と被災状況等を共有し、現金の確保、収入支出の処理方法などについて確認、調整を行う。

その他

(2) (2) No.3の要員が兼務

5 会計課
出納グ
ループ

通常
小切手帳の保管、小
切手の振出

着手 → 完了

支出に必要な小切手を作成し、指定金融機関へ提出する。

指定金融機関と小切手の作成方法、提出期限等を調整する。
システムの状況を確認し、使用できない場合は手書きの管理簿により作成する。

その他

(2) (2) (2) No.3の要員が兼務

-
 
1
0
3
 
-



- 104 -



災対教育部

（教育部）

-
 
1
0
5
 
-



庶務課 各部共通業務

必要人数

業務の内容

業務目標

庶務課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

学務課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

学務課 区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

4 管理課 庶務班 応急・復旧
被災児童生徒の給食
及び保健衛生

着手 →

給食については、安全・安定的に調理できる環境（備品、電気・ガス・水道、衛生面）や人員・食材の確保等が必須となるため、調理室やライフラインの復旧、栄
養士や給食調理業務委託事業者（調理員）との連絡調整、食材調達の確保等を行い、給食再開に向けて進めていく（再開は、学校再開時期、またはそれ以降
条件が整い次第）。
保健衛生については、避難生活や環境悪化による健康被害が懸念されるため、養護教諭や学校三師会と連携し、できるだけ早い段階から、感染症の予防や
校内の衛生環境の確保等について調整する。

→ →

4 4 4 4

給食については、学校施設課や各学校が行う被災状況報告や修繕計画と連携し、調理室の設備・備品・消耗品や電気・ガス・水道の状況確認と復旧に向けた
整備・調整を行う。また、栄養士や給食調理業務委託事業者との連絡調整、食材の調達確保、調理室の衛生確保等を行い、安全・安定した給食提供ができる
環境が整ったうえで、給食を再開する。
保健衛生については、養護教諭や学校三師会と連携し、感染症の予防、子どもたちの健康管理や、空気測定・水質検査等、校内の衛生環境の確認・改善を行
う。

東京都教育庁、教育委員会事務局各課及び区立小・中学校、幼稚園との連絡態勢を確立し、情報収集に努める。

教育庁等、関係機関との通信を確保し、連絡態勢の確立に努める。

3 管理課 庶務班 応急・復旧
被災児童生徒の教科
書及び学用品の調達

供給

着手 → →

1 1 1

学校、教職員を通じて、被災した児童、生徒の教科書及び学用品の被害状況を把握する。
各学校の児童、生徒の教科書及び学用品の不足数を集約し、業者に発注を掛ける。
教科書及び学用品を授業再開までに各学校に納品させる。

学校再開までに被災した児童生徒の教科書及び学用品を準備する。

人的受援要請案の作成

部内の人的支援の需要（専門職含む）を把握し、部の人的受援要請案を作成する。
フェーズ３までに、受援要請案の第１次案を作成し、指令情報部指令情報課受援計画班に提出する。その後も引き続き、第２次・第３次要請案作成のため、部
内の需要の把握に努める。
災害対策本部で決定した区全体の受入案に基づき、災対総務部職員課人的受援班と実務調整を行う。

2 管理課 庶務班 応急・復旧
都、区教育委員会及び
教育機関との連絡

着手 →

1 管理課 庶務班 応急・復旧
人的受援要請案の作

成

→ → → →

3 3 3 3 3 3

着手 → → → →

2 2 2 2 2

担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

-
 
1
0
6
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

学校施設課
放課後対策課

インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

学校施設課 インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

学校施設課 ヘッドクォーター

必要人数

業務の内容

業務目標

7 管理課
施設保
全班

応急・復旧 地域本部への応援

着手 → → →

地域本部の円滑な運営に寄与する。

→ 完了

10 10 10 10 5 5

施設管理者（学校部）及び配備職員が中心となり行う施設の安全点検（校庭、体育館、校舎など）について、専門的見地から支援する。

6 管理課
施設保
全班

応急・復旧
教育施設の応急整備
及び営繕の協力

着手

早期の授業再開に向けて、教育他課・施設整備課等と連携して、学校施設の環境を整備する。
応急整備の期限はおおむね1か月以内とする。

→ 完了

10 10 10

学校施設・設備の安全点検、被害状況調査を行った結果、危険と判断された場合は、近隣学校施設の共用または他施設の代用を検討・実施する。

5 管理課
施設保
全班

応急・復旧
教育施設の安全確認
及び利用者保護、被害
状況の集約及び報告

着手 → → →

・施設の応急危険度判定を実施するため、速やかに被災状況の報告を受け、1週間以内に結果をまとめて関係各所へ報告を行う。
・危険と判断された施設への立ち入りを禁じ、安全を確保する。危険を解消し必要な修繕等を経て、使用可能となった際は新たな管理者に管理を引き継ぐ。
・直ちに事業を中止し、校内指定の避難場所（体育館や校庭等）に誘導および待機し、学校、放課後対策課、救援センター職員の指示のもと、救援センターの
開設を待ち、安全に退校（退所）できるようにする。

→ →

10 10 10 10 5 5

・発災直後から学校長等より学校施設・設備の被災状況の報告を受け、結果をまとめて災害対策本部等、関係各所への報告を行う。
・施設の被災状況の確認の結果、危険と判断された場合は施設職員等と協力し、立ち入り禁止等の対策を講じ、その間は定期的に巡回点検を行う。他の施設
として使用されることが決定した際は、その開設に協力する。
【子どもスキップ】各小学校と連携し、
　　①避難場所指示、②施設確認、③保護者への連絡、④保護者が来所し、児童の引渡しが完了するまで児童の保護を行う。
【学校開放】
　　①学校指示（各校マニュアル含む）のもと、利用者団体を避難させる。

発災時間によって業務を実施

-
 
1
0
7
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月
指導課 その他

必要人数

業務の内容

業務目標

小中学校・
幼稚園職員

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

小中学校・
幼稚園職員

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

小中学校・
幼稚園職員

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

11 指導課
学校班・
幼稚園
班

応急・復旧
児童、生徒及び園児の
被災状況調査及び報

告

着手 → → →

各校教職員等（教員、講師など）の被災状況、参集状況の把握
各校児童・生徒の被災状況、学校施設の被災状況の把握
東京都教育委員会等関係機関への報告

→ 完了

（2） （5） （5） （5） （5） （5）

区内各公立学校に対し児童、生徒及び園児の被災状況を調査し、区内外機関への報告を行う。

発災時間によって業務を実施
No.9～No.11は同一要員

10 指導課
学校班・
幼稚園
班

応急・復旧
児童、生徒及び園児の
保護者への引渡し

着手 完了

各校教職員等（教員、講師など）の被災状況、参集状況の把握
各校児童・生徒の被災状況、学校施設の被災状況の把握
児童、生徒及び園児の保護者への引渡し

（2） （5）

区内各公立学校に対して、各校の状況に応じ児童、生徒及び園児の被災状況の把握と保護者への引き渡しの指導・助言を行う。

発災時間によって業務を実施
No.9～No.11は同一要員

9 指導課
学校班・
幼稚園
班

応急・復旧
児童、生徒及び園児の
保護及び避難誘導

着手 → 完了

各校教職員等（教員、講師など）の被災状況、参集状況の把握
各校児童・生徒・園児の被災状況、学校施設の被災状況の把握

2 5 5

区内各公立学校に対して、各校の状況に応じ児童、生徒及び園児の保護、避難誘導、被災状況等に関する指導・助言を行う。

発災時間によって業務を実施
No.9～No.11は同一要員

8 指導課 指導班 応急・復旧

応急教育に関すること
（応急教育者の確保、
応急教育実施の指
導、応急教育教材の

対策）

着手 → → →

・各校教職員等（教員、講師など）の被災状況、参集状況の把握　　・各校児童・生徒の被災状況、学校施設の被災状況の把握　　・各校の応急教育計画の把
握及び必要な教員数の算出　　・兼務発令等による学校間の教員数の調整、配置（当初）　　・学校状況、教職員の参集状況の変化に伴う配置調整
・各校へ応急教育計画の策定について周知　　・各学校からの計画案の聞き取り、助言、調整　　・応急教育計画のとりまとめ、児童・生徒及び保護者、避難者、
関係者への周知　　・東京都教育委員会への報告
・児童・生徒の状況精査、対応の検討　　・児童・生徒の心のケア、応急教育指導内容の検討、周知　　・児童・生徒によるボランティア活動の調整
・応急教育計画の確認、必要な教材の洗い出し　　・教材準備

→ 完了

2 2 2 12 12 12

・教職員の被災状況を確認し、各学校で実施する応急教育を担当する人員を調整、確保する。
・区内各公立学校に対して、各校の状況に応じた応急教育計画の策定、実施に向けた取組みへの指導・助言を行う。
・都区全体の被災状況を確認し復旧までの見通しを持った指導内容について各学校に周知を図り、それぞれの状況に応じた児童生徒の応急指導について指
導・助言する。
・応急教育を実施するための教材について、資器材の確認、代替品の検討、調達について調整し、効果的な使用法について周知する。

-
 
1
0
8
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

小中学校・
幼稚園職員

その他

必要人数

業務の内容

業務目標

小中学校・
幼稚園職員

インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

小中学校・
幼稚園職員

インフラ・施設維持

必要人数

業務の内容

業務目標

小中学校・
幼稚園職員

区民の生命、生活及び財産の保護

必要人数

業務の内容

業務目標

15 指導課
学校班・
幼稚園
班

応急・復旧

救援センター及び補助
救援センター（幼稚園）
の設営及び管理への

協力

着手 → → →

全ての救援センターの設置完了
全ての救援補助センターの設置完了
センター運営に関する防災危機管理課との連絡調整

→ 完了

2 7 7 7 7 7

区内各公立学校において設置する救援センター及び補助救援センターの設営及び管理の協力を行う。

14 指導課
学校班・
幼稚園
班

応急・復旧
施設の安全確認への

協力

着手 → → →

危険と判断された施設への立ち入りを禁じ、安全を確保する。危険を解消し必要な修繕等を経て、使用可能となった際は新たな管理者に管理を引き継ぐ。
避難所となった場合には、閉鎖となるまで管理運営に協力する。

→ →

2 7 7 7 7 7

小・中学校、幼稚園、子どもスキップの被災状況の確認の結果、危険と判断された場合は学校職員等と協力して立ち入り禁止等の対策を講じ、その間は巡回・
点検を行う。避難所として利用される場合は開設および管理運営に協力する。

13 指導課
学校班・
幼稚園
班

応急・復旧
施設の被災状況の調

査及び報告

着手 完了

被災区民等の安全確保および二次的災害の防止のため、１週間以内に全小・中学校・幼稚園・スキップの安全確認を実施する。
学校長からの報告を基に、必要に応じて速やかに施設整備課に応急危険度判定を依頼する。

7 7

学校長等が発災時点検報告シートにより各施設の被害状況を調査し、学校施設課で集約する。施設の使用が危険との報告を受けた場合は施設整備課に依頼
し、現地調査および建物の応急危険度判定を実施、関係各所へ報告を行う。
施設整備課は、救援センターとして使用されるべき学校施設の応急危険度判定を他の施設より優先して行う。

12 指導課
学校班・
幼稚園
班

応急・復旧
応急教育計画の策定

及び報告

着手 → → →

各学校における応急教育計画の策定
各学校からの計画案の聞き取り、助言、調整
応急教育計画のとりまとめ、児童・生徒及び保護者、避難者、関係者への周知。東京都教育委員会への報告

完了

1 1 1 1 1

区内各公立学校において実施する応急教育計画の策定及び報告を行う。

-
 
1
0
9
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

20 庶務課
学校ICT
グルー
プ

通常 学校情報化整備
校務システムの保守

校務支援システムを利用可能な状態とする。
◆豊島区の情報基盤については、情報管理課の所管であるため、その状況と歩調を合わせて対応する。

着手 → その他

1 2

19 庶務課
文化財
グルー
プ

通常 文化財の保護
文化財の所有者との調整、文化財の現状確認　等

文化財の被災状況を正確に把握し、所有者に修理の意向等を確認する。

着手 → その他

3 3

18 庶務課
庶務グ
ループ

通常 教育委員会の広報
ホームページの更新や「教育だより豊島」を発行し、教育委員会の取り組み等を幅広く周知する。

災害発生後の教育委員会の対応状況や教育施設の被害状況、学校の休校・再開等の情報をHPで随時周知する。

着手 → その他

(2) (2) No.16の要員が兼務

17 庶務課
庶務グ
ループ

通常
教育長及び教育委員

の秘書

着手 → →

教育長並びに教育委員のスケジュールを管理する。

教育長及び教育委員の安否確認、教育委員への連絡手段の確保する。災害発生後の教育委員会事務局や各学校の対応状況や被害状況等を随時報告す
る。
各課・学校主催の行事予定を確認し、教育長並びに教育委員へ報告する。

→ → その他

2 2 (2) (2) (2) フェーズ4以降はNo.16の要員が兼務

16 庶務課
庶務グ
ループ

通常 教育委員会の開催

着手

教育に関する事項を教育委員会で審議するため、委員招集、ＨＰへの告知、会議資料の作成等の事前準備及び当日の運営を行う。

災害発生後、臨時の教育委員会を開催し、非常時における教育に関する方針等の決定、教育施設及び児童・生徒の被災状況等を随時報告する。

→ → その他

3 3 3

-
 
1
1
0
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

25
学校施
設課

学校施
設管理
グルー
プ

通常
学校施設の修理工
事、小破損修理

着手 → → →

学校施設及び設備の安全性確保のため、建物及び設備機器の点検補修
校舎・体育館・校庭等の補修、修繕

施設の応急危険度判定を実施するため、速やかに被災状況の報告を受け、1週間以内に結果をまとめて関係各所へ報告を行う。
早期の授業再開に向けて、教育他課・施設整備課等と連携して、学校施設の環境を整備する。

→ 完了 インフラ・施設維持

2 2 5 5 5 5

24
放課後
対策課

子ども
スキップ

通常
子どもスキップ（放課
後対策課）の管理運営

着手 完了

子どもスキップ施設内の備品・器具・遊具類の管理、清掃及び安全点検と環境整備
子どもスキップの運営及び施設管理について適宜、スキップ⇔学校間で連絡調整会議を実施

非常時、速やかに各学童クラブを運営する為に、必要最低限の施設内備品・器具・遊具類の管理、清掃及び安全点検と環境整備を実施する。
発災直後より、各子どもスキップ学童クラブ ⇔ 学校管理職間の連絡調整会議を実施し、当該小学校と一体的な安全策を講じ、速やかな学童クラブ運営及び施
設管理を行う。

インフラ・施設維持

22 22
発災時間が児童のいない平日午前中（学校授業中）

であれば、No.5の人員が兼務可能

23
放課後
対策課

管理グ
ループ

通常 電算システム
入退室管理システム、学童クラブシステムの管理

発災後、各種システムの稼働状況を確認し、必要に応じて業者へ復旧を依頼する。

着手 → インフラ・施設維持

2 2

22 学務課
学事グ
ループ

通常
児童通学安全誘導委

託

着手

通学路児童通学案内業務請負の契約、支出、受託業者との連絡調整　等

授業再開の決定後、通学路児童通学案内の受託業者と安全誘導員の配置調整を開始し、授業再開時には確実に誘導員を配置する。

→ → 区民の生命、生活及び財産の保護

1 1 1

21 学務課
学校運
営グ
ループ

通常
区立学校の幼児・児
童・生徒の安全に関す

ること

着手

防犯ブザー・防災備蓄品の購入、および警備・安全安心メール等の委託契約を行う。
学校防犯カメラ、通学路防犯カメラ、学校１１０番、機械警備等の設備の維持、管理を行う。

学校にいる避難者（児童含む）のため、不足する防災備蓄品の購入を行う。
学校１１０番、機械警備等の設備に異常が出ていないか確認し、異常があれば早急に修理を依頼する。

→ → 区民の生命、生活及び財産の保護

1 1 1

-
 
1
1
1
 
-



担当課
（事前対策を含む）

類型フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズ4 フェーズ5
発災～3時間 3時間～1日目

No. 災対課 災対班 分類 分掌事務
着手時期

1日目～3日目 3日目～1週間 1週間～2週間 2週間～1か月

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

必要人数

業務の内容

業務目標

28
教育セ
ンター

子ども
サポー
トグ
ループ

通常
特別支援教育に関す

ること
小中学校に設置されている特別支援学級（固定級）への補助的指導を目的として非常勤職員を6名配置
南池袋・池袋本町小学校に1年生の入門期に生じる様々な課題への対応を目的として再任用職員2名を配置

上記のとおり

着手 完了 区民の生命、生活及び財産の保護

8 8

27 指導課

統括指
導主
事、指
導主事

通常
学習指導、生活指導、
進路指導及びその他

の指導
学習指導、生活指導、進路指導及びその他の指導指導内容に関する指導助言

各学校における学習指導、生活指導等の実施

着手 → その他

5 5

26
学校施
設課

学校改
築推進
グルー
プ

通常
子どもスキップの施設
維持管理・施設環境整

備

着手 → → →

子どもスキップの施設及び設備の安全性確保のため、建物及び設備機器の点検補修
子どもスキップの施設・設備の補修・修繕

施設の応急危険度判定を実施するため、速やかに被災状況の報告を受け、1週間以内に結果をまとめて関係各所へ報告を行う。
早期の再開に向けて、教育他課・施設整備課等と連携して、施設の環境を整備する。
応急整備の期限はおおむね1か月以内とする。

→ 完了 インフラ・施設維持

2 2 5 5 5 5

-
 
1
1
2
 
-



豊島区業務継続計画【地震編】
平成31（2019）年３月改定 

＜策 定＞ 
豊島区総務部人事課・防災危機管理課
〒171-8422 
豊島区南池袋2-45-1 
電 話 03-3981-1111（代表） 


